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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、ニカラグア共和国政府からの技術協力の要請に基づき、2005年5

月11日から2010年5月10日までの予定で、技術協力プロジェクト「中小規模農家牧畜生産性向上計

画プロジェクト」を実施いたしました。 

今般、プロジェクトの協力期間の終了を2010年5月に控え、当機構は2009年11月15日から同年12

月7日まで、当機構国際協力専門員（農村開発部課題アドバイザー）の多田融右を団長とする終了

時評価調査団を現地に派遣し、ニカラグア共和国側の評価チームと合同でこれまでの活動実績等

について総合的評価を行いました。これらの評価結果は、日本・ニカラグア共和国側双方の評価

委員による討議を経て合同評価報告書としてまとめられ、署名・交換のうえ、両国の関係機関に

提出されました。 

本報告書は、同調査団による協議及び評価結果を取りまとめたものであり、今後プロジェクト

の実施にあたり広く活用されることを願うものです。 

終わりに、本調査実施にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表し

ます。 

 
平成22年2月 

 
独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 小原基文 
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終了時評価調査結果要約表 
１. 案件の概要 

国名：ニカラグア共和国 
案件名：中小規模農家牧畜生産性向上計画プロジェ

クト 

分野：農業開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部畑作地帯第一課 協力金額（評価時点）：4.76億円 

協力期間 

（ R/D）： 2005年 5月 11日～

2010年5月10日 
相手国実施機関：農牧林業省（MAGFOR）、国立農科

大学（UNA）、農村開発庁（IDR）、ニカラグア国家

牧畜委員会（CONAGAN） 

日本側協力機関：農林水産省 

１－１ 協力の背景と概要 

ニカラグア共和国（以下、「ニカラグア」と記す）は1979年から10年以上続いた内戦により国

内経済が疲弊し、内戦前に1,153米ドルであった国民1人当たりの実質GDPは、2000年には508米
ドルまで低下し、ハイチに次ぐ中南米最貧国となっている。このようななか、ニカラグア政府

は開発と変革をスローガンに、雇用促進や新規産業の育成に取り組んでいる。 
ニカラグアは農林水産業がGDPの31.6％（1999年、中央銀行）、就業人口の43％（2001年、中

央銀行）を占める農業国である。また、一次産品の輸出総額はニカラグア輸出総額の74％を占

めており、国家経済は農牧林水産業に大きく依存している。特に畜産品は輸出額の1位を占め

（2002年）、他の伝統的、非伝統的産品がいずれも中米各国と競合するなか高い優位性を示して

いる。国内には大小さまざまな酪農製品の加工場があり、近年ではチーズの輸出も増加してい

る。このように一次産品の生産のみならず加工業の振興にもつながる牧畜は、ニカラグアが経

済振興を図るうえで重要な役割を果たすものとして期待されている。 
 
１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、ニカラグアの中央山岳地方に位置するボアコ県とチョンタレス県を対象

地域とし、乾期の深刻な飼料不足、近親交配による家畜の劣化、ウシの繁殖率の低下などの課

題解決のために、対象地域の中小規模農家向けに、それぞれの農家の経営状況に即した技術や

情報を、牧畜組合などを通して普及する活動を行い、生産性の向上を通じて営農と生活の改善

を図ることを目的として実施された。 
（1）上位目標：対象地域の中小規模の農家のウシの生産技術が向上し、営農が改善される。

 
（2）プロジェクト目標：モデル地域の中小規模農家のウシの生産技術が向上し、営農が改善

される。 
 
（3）プロジェクト成果 
成果１：対象地域の現場畜産技術者が農家向け適正技術を習得する。 
成果２：農家向け適正技術がモデル地域の農家に普及される。 
成果３：農家の利益のための人工授精と受精卵移植技術が国レベルの研究機関で強化される。

成果４：プロジェクト関係機関の農家に対する営農支援と生活改善状況が向上する。 
 
（4）投入（評価時点） 
＜日本側＞総投入額：約4.76億円 

長期専門家派遣：5名（チーフアドバイザー、営農改善、飼養管理、普及、衛生管理、繁殖

技術、業務調整）※2008年5月以降は4名体制 
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短期専門家派遣：5名〔キャンビロバクター病診断及び雄ウシ生殖機能診断（第三国）、農

村社会調査、雌ウシ繁殖機能診断、営農改善、家畜管理〕 
機材供与   ：約24万2,000米ドル相当（車両、プログラムフリーザー、牛衡計、超音波

診断装置、分光高度系、実態顕微鏡、電気刺激採精器など） 
本邦研修   ：7名 
現地活動費  ：2.57億円 

＜グアテマラ側＞（延長期間） 
カウンターパート（C/P）配置：プロジェクト運営管理にかかわるカウンターパート 10名

技術カウンターパート 14名他 
プロジェクト運営費 ：約104万米ドル 

２. 評価調査団の概要 

調査者 
  

担当分野 氏 名 所 属 
団 長 多田 融右 JICA国際協力専門員 
畜産技術 柳谷 和人 家畜改良センター宮崎牧場 
計画管理 山中 祥史 JICA農村開発部畑作地帯第一課 
評価分析 菊川 武 センティノス・インコーポレイテッド 
通 訳 樋口 安紀 日本国際協力センター 
  

 

*ニカラグア側から3名の評価調査団員が配置され、合同で評価を実施した。 
グスタボ・アドルフォ・ロドリゲス（Ing. Gustavo Adolfo Rodriguez） 

国家牧畜委員会（CONAGAN） 
レスベル・ロドリゲス・サリア（Ing. Lesber Rodriguez Sarria） 

農牧林業省（MAGFOR） 
マルビン・マイレナ・ベハラノ（Ing. Marvin Mairena Bejarano） 

国立農科大学（UNA） 

調査期間 2009年11月15日～2009年12月5日 評価の種類：終了時評価 

３. 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果の達成状況 
成果１：対象地域の現場畜産技術者が農家向け適正技術を習得する。 

成果１はプロジェクト終了までに達成される見込みである。 
・指標1-1「対象地域において配置されている獣医師の50％以上がウシの受胎率向上の指導を

受ける。」 
＜実績＞目標指標達成済み。推定獣医師数50名のうち26名の研修終了。 

・指標1-2「対象地域において農家向け適正技術を習得した現場畜産技術者が60名になる。」

＜実績＞技術協力期間終了までに目標指標達成の見込み。2009年10月末時点において畜産

技師60名のうち44名が研修終了。今後モデル地域で20名の研修を予定している。

 
成果２：農家向け適正技術がモデル地域の農家に普及される。 

成果２は達成されている。 
・指標2-1「モデル地域において農家向け適正技術の研修を農家450名、労働者450名の合計900

名が受講する。」 
＜実績＞農家に係る目標指標達成済み。農家450名、労働者15名が受講済み。労働者につい

ては研修にあたり日雇い賃金を保障する必要があること、農場経営者からの理解

が得にくい場合があること、当初想定より労働者人数が少なかったことなどから
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現時点の受講者数となっている。 
・指標2-2「研修を受講した中小農家の50％以上が適正技術を導入する。」 

＜実績＞目標指標達成済み。ウシへの鉱塩補給、乾期の補助飼料付与、改良草地面積の増

加、放牧地での雑草防除など大部分の項目について、研修を受講した50％以上の

農家が適正技術を導入、実施済み。 
・指標2-3「各モデル地域に少なくとも10戸のモニター農家が設置される。」 

＜実績＞2009年10月末時点におけるモニター農家は合計29戸であり、単位モデル地域当た

りでは約5戸であり、目標値を下回っている。しかしながら、実態として現地技術

者の配置、道路状況などを勘案すると1地域当たり5戸程度のモニター農家の設定

は可能な上限値であり、モニタリングや農民研修を展開するにあたって適切であ

ると考えられる。 
 

成果３：農家の利益のための人工授精と受精卵移植技術が国レベルの研究機関で強化される。

成果３はプロジェクト終了までに達成される見込みである。 
・指標3-1「良質の凍結精液（溶解後の精子活力＋＋＋が30％以上、衛生的に保証）が生産さ

れる。」 
＜実績＞目標指標達成済み。2007年11月の精子活力評価において6本の評価を実施し、すべ

て所定基準（＋＋＋30％）を満足し合格している。 
・指標3-2「国レベルの研究機関の試験的な受精卵の移植による受胎率が40％以上になる。」

＜実績＞技術協力期間における平均受胎率は12％で、目標指標は未達成。しかしながら、

C/Pへの一連の受精卵移植技術の技術移転は実施済みであり、自立的に受精卵移植

を実施することができるようになっている。 
・指標3-3「再教育指導を受けた人工授精師の管轄地域の人工授精実施頭数が30％以上増加す

る。」 
＜実績＞目標指標は当初人工授精が実施されていた1,170頭に対して30％に当たる351頭が

目標となるが、達成には更に取り組み強化が必要と考えられる。 
 

成果４：プロジェクト関係機関の農家に対する営農支援と生活改善状況が向上する。 
成果４はプロジェクト終了までに達成される見込みである。 

・指標4-1「モデル地域の指導対象農家の30％以上で衛生的な搾乳のための適正な屋根や床が

改善される。」 
＜実績＞調査時点では、目標指標はまだ達成されていない。組合員の多いグループでは、

屋根整備38％、床整備10％の実績で屋根については目標を既に達成しているが、

それ以外を含めた場合はおのおの26％、6.4％にとどまっている。設備投資に必要

な資金が課題であるが、プロジェクトでは必要最小限の設備で実施的な効果が得

られるよう予算に応じた対応を行うことができるよう設計に配慮し、現場技術者

への指導も終了している。したがって、今後は適正な改善が継続的に行われるも

のと考えられる。 
・指標4-2「衛生的な搾乳技術が普及し、モデル地域の対象農家の50％で導入される。」 

＜実績＞調査時点では、目標指標はまだ達成されていないが、今後の取り組みによって目

標達成できる可能性が高い。 
 
（2）プロジェクト目標達成状況 

プロジェクト目標：モデル地域の中小規模農家のウシの生産技術が向上し、営農が改善

される。 
プロジェクト目標は、プロジェクト終了までに活動が持続的に行われることによって達
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成可能と考えられる。 
1）指標1：モデル地域のモニター農家の50％以上の農家の乾期における1頭当たりの平均

乳量が30％以上増加する。 
＜実績＞5戸のモニター農家における平均乳量増加率の実績は、おのおの＋54％、＋39％、

－5％、－16％、－49％であり、40％の実績であり目標指標である50％は厳密には

達成されていない。この乳量が減少している農家においては、ウシの数が増えた

ことにより1頭当たりの餌の量が減少し、乳量の減少につながったものと考えられ

る。この改善方法については既にプロジェクトで技術提供済みであり、今後はそ

の実施に向けた取り組みを継続することが予定されている。なお、1頭当たりでは

なくトータルの乳量では2006年から2009年にかけて増加していることが確認され

ている。したがって、実質的には目標指標を満足していると判断される。 
2）指標2：モデル地域のモニター農家の50％以上の農家の年間出産率が最低でも60％に到

達する。 
＜実績＞指標は達成されている。12戸のモニター農家におけるデータにおいて8戸は60％以

上の出産率であり、対象地域のモニター農家の約66％が目標を達成している。 
3）指標3：モデル地域のモニター農家の50％以上の農家の生後7カ月令のウシの平均日増

体重が30％以上増加する。 
＜実績＞5農家における平均日体重増加率は、おのおの＋20％、＋19％、－17％、－44％、

－68％であり、評価時点で指標は達成されていない。マイナスの結果が出たケー

スは研修で指導していたにもかかわらず、補助飼料の確保が不十分であったこと、

子ウシへの授乳が十分確保されていなかったこと、などが要因であり、改善を提

言するとともに、更に研修の強化を進めている。 
4）指標4：モデル地域の最低50％のモニター農家及びパイロット農家においてグレードA

の牛乳を生産する。 
＜実績＞モデル地域におけるグレードA牛乳の割合の実績は約41％で目標指標に若干満た

ない状況である。しかしながら、組合員グループにおけるグレードAは約67％と極

めて高い結果が得られた。これはプロジェクトにおける技術指導が効果的であっ

たほか、組合では販売先のニーズに応えるため、衛生指導と啓発活動を実施し、

グレードによって価格を設定するなど改善のモチベーションを高めているためで

あると考えられる。 
 
３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：妥当性は高い。 
1）ニカラグア国家政策との整合性 

ニカラグア政府の「国家人間開発・食料安全計画（案）」（2012～2016年予定）におけ

る重要課題として、貧困を削減するための富の創出に力点が置かれている。ニカラグア

の農家にとって牧畜業は日々の収入を得る重要な活動であり、国内の牛乳の約7割は中小

農家が生産していることから、本プロジェクトが畜産農家の生計向上に与える影響は大

きい。したがって、本プロジェクトはニカラグア畜産セクターのニーズと合致する。 
2）日本の対ニカラグア援助政策との整合性 

ニカラグア国国別援助計画（2002年）においては、開発上の重要課題の1つとして農牧

業の推進が掲げられている。また、JICA国別事業実施計画（2007年）では、主要4分野の

うちの1つとして、農業・農村開発が掲げられている。したがって、日本の対ニカラグア

ODA政策との整合性は高い。 
3）手段としての適切性 

技術力の向上と組織力の強化をめざす本プロジェクトの手段は、ニカラグアの農牧業



 

v 

における大きな開発課題である生産性と生産技術の向上に直接貢献することから、手段

としての適切性があると考えられる。 
 
（2）有効性：有効性は高い。 

4つの成果に関して、「モデル対象地域の現場技術者が農家向け適正技術を習得する」こ

とによって、現場技術者により「農家向け適正技術がモデル地域の農家に普及される」一

方、国レベルでは「農家の利益のための人工授精と受精卵移植技術が国レベルの研究機関

で強化される」という3つの成果を用いながら、「プロジェクト関係機関の農家に対する営

農支援と生活改善状況が向上する」ことによってプロジェクト目標を達成するという論理

が成り立っており、総合的にプロジェクト目標が達成されることから、有効性は高いと判

断される。 
 
（3）効率性：効率性は比較的高い。 

1）専門家 
日本人長期専門家はチーフアドバイザー、営農改善、衛生管理、業務調整、飼養管理/

普及、繁殖技術の7分野が派遣されており、プロジェクトの内容に対して効率的な投入が

されている。 
2）供与機材 

主要供給機材は事務用品、OA機器、実体顕微鏡、精液採取用器具等成果達成に必要な

機材が投入された。 
3）カウンターパート（C/P） 

C/Pの配置は飼料作物、人工授精、家畜衛生及び繁殖、営農、飼養管理、受精卵移植に

おいてMAGFORとUNAから適切に配置されている。 
4）施設 

MAGFORから、家畜繁殖センター（CSGP）内及びMAGFOR地域事務所内それぞれに

プロジェクト事務所が提供され、プロジェクト実施のベース・オフィスとなっている。

UNAではプロジェクトの繁殖分野事務室と受精卵移植用研究室、そして研修参加者のた

めの宿泊施設と研修棟が提供された。 
 
（4）インパクト：インパクトは技術、社会、経済面等多面的に発現されつつあり、比較的大

きい。 
1）上位目標達成の見込み 

現時点までのプロジェクト実施を通じて、対象地域への展開を実施していくための基

盤は整備されたと考えられる。これは、技術研修を実施するためのマニュアル整備が終

了していること、牧畜組合などの組織がある程度整備されていること、適正技術が実証

され実際に適用する見通しができていること、農民の関心・モチベーションの高まりが

確認できていることなどがその要因である。 
2）技術面でのインパクト 

MAGFOR、UNA、市役所、牧畜組合などにおける、農牧技術の向上のインパクトが期

待できる。臨床繁殖技術や受精卵移植技術がUNAに導入されたことにより、UNAの研究・

教育レベルが向上し、また他ドナーによる人工授精プロジェクトなども可能になってき

たなど、技術的なインパクトは極めて大きいと判断される。 
3）戦略面でのインパクト 

現在、UNAはニカラグア農牧技術庁（INTA）と生産者に技術支援を行う農業普及戦略

の展開を協議している。これは卒業生やインターンに現場における実務経験を積む機会

を提供できるだけでなく、農家への技術普及も可能となるシステムである。これらの取
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り組みは、今後の普及活動推進にとって極めて有効な手段であると考えられる。 
4）社会・経済面でのインパクト 

質問票調査の結果からは、プロジェクト実施による経済的インパクトは一定のレベル

が確認できる。また、女性への研修機会拡大、技術向上については、質問票の女性回答

者が100点近い評価をしており、プロジェクト実施を通じて女性に対する技術提供、機会

拡大は非常に高い評価が得られている。したがって、社会・経済面でのインパクトは大

きいと考えられる。 
 

（5）持続性：持続性は高い。 
1）組織的持続性 

プロジェクトの実施機関はMAGFOR、UNA、IDR、CONAGANからなり、通常業務に

おける各機関の役割・責任は異なるものの、プロジェクト実施を通じて農牧セクターの

開発に関して連携を深めることができた。特に、C/Pのモチベーションは非常に高く、今

後の継続的な取り組みについても高い関心と熱意をもっている。既にMAGFORやUNAで

は他地域への展開を視野に入れており、その組織的ベースは確保されている。また、現

場レベルにおいても市役所、牧畜組合、関連機関の組織的対応は、モニタリング、研修

活動を通じて強化され、技術者も配置されている。今後はこれらの組織を通じて更に普

及を行っていくことが可能であると考えられる。したがって、組織的対応を行うための

準備は整備されており、持続性は高いと判断される。 
2）技術的持続性 

プロジェクトを通じてC/Pの技術力は飛躍的に向上したと判断される。UNAでは臨床繁

殖技術や受精卵移植技術が導入されたことにより、研究・教育レベルが向上し、また他

ドナーによる人工授精プロジェクトなども可能になってきたなど、技術的な持続性は極

めて大きいと判断される。また、活動を展開するために必要な技術マニュアル類は既に

整備されており、MAGFOR、牧畜組合、市役所などの技術者もおのおのの専門分野にお

ける現地で応用可能な適正技術を習得している。更にモニタリングや追加的技術指導の

ための知見を習得し経験も積むことができた。したがって、技術的持続性は高いと考え

られる。 
3）財政的持続性 

今後継続的な取り組みを行うための実施計画はまだ策定されていないため、現時点で

は必要となる財務資源の積上げはなされていない。今後、この財務リソースを確保する

ことにより、財務的持続性を担保する必要がある。 
 
３－３ プロジェクトによる効果を促進（阻害）する要因 

（1）促進要因 
1）人材の柔軟な配置 

プロジェクト実施に係る長期派遣専門家投入は、3年次までに長期派遣5名、その後は4
名であり、短期派遣専門家はその都度必要に応じて派遣されており、柔軟な対応がなさ

れた。 
2）対象機関の選定 

組織能力の高い組合を対象機関としたことで、現場レベルでの活動の促進につながっ

た。 
 

（2）阻害要因 
プロジェクト開始から実際の研修普及活動開始までに約1年半を要したことによって、そ

の後のプロジェクト・スケジュール、特に普及活動が影響を受けた。これについては、関
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連機関間の連携による普及体制の確立について、中間評価における提言に基づき関連機関

が適切な活動を行ったことにより、現場レベルへの普及体制の確立が促進された。 
 

３－４ 結論 

個々の指標レベルでは一部達成されていないものもあるが、協力期間終了までにはプロジェ

クト目標の指標は達成が可能だと思われる。 
中央レベル及び地方レベルにおける普及基盤の確立と普及体制の強化が認められた。各関係

機関により、プロジェクト活動が持続的に行われることで、上位目標・プロジェクト目標の達

成は可能だと考えられる。 
上記結果に基づき、技術協力期間での成果は果たされたと判断し、技術協力は2010年5月に予

定どおり終了することとする。 
 
３－５ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

【技術協力期間終了までに実施すべき事項】（ニカラグア実施機関がJICA専門家の助言・指導の

下、とるべき対応） 
（1）プロジェクトの活動、普及プロセス、それらのグッドプラクティス・成功事例を取りま

とめ、関係機関との共有を図る。 
 
（2）プロジェクトの経験を共有するためのセミナー・シンポジウム・ワークショップ等を開

催する。中央レベルの技術者（UNA、MAGFOR）と地方レベルの現場畜産技術者（市役所、

牧畜組合）との連携・調整能力の向上のため、インターフェースとなるMAGFORの県事務

所の機能強化を図る。 
 
（3）他の地域へ普及させることを目的として、MAGFOR、UNA、CONAGAN、IDRによる現

場畜産技術者への研修を実施する。 
 
（4）プロジェクトで確立された効果的な適正技術や適用事例などを取りまとめマニュアルを

充実させることにより、プロジェクト活動の更なる展開のための基盤強化を図る。 
 
【技術協力期間後のプロジェクト展開】（ニカラグア実施機関がとるべき対応） 
（1）MAGFOR、UNA、CONAGAN、IDRによる現場畜産技術者への研修を継続・拡大する。

 
（2）市役所と組合の技術普及ユニットの強化と組織化を図る。 
 
（3）ニカラグアの中小規模牧畜生産者のためのモデルの適用を定め、実証するための調査プ

ロセスを続ける。 
 
３－６ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 
（1）農家に導入された技術は安価なものも多く、実践しやすいものであった。もし、施設改

善を伴うようなコストの高い技術を導入する場合は、他の資金リソースの可能性も考慮す

る必要がある。 
 
（2）パイロット農家の設定は、プロジェクト活動を通じて農家の現状・意欲を把握したうえ

で行うことが望ましい。プロジェクト開始時にモニター農家を設定し、それらの活動を通

じてモニター農家からパイロット農家を選定するのがよいと思われる。 
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（3）対象機関に組織力の高い既存の組合や市役所を選定することで、活動展開の促進につな

がった。 
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Summary of Terminal Evaluation 
１. Outline of the Project  

Country: Republic of Nicaragua 
Project Title: Improvement of Cattle Productivity for 
Small and Medium Scale Farmers Project 

Issue/Sector: Agricultural development Cooperation Scheme: Technical cooperation project 

Division in Charge: Field Crop Based  
Farming Area Division I, Rural Development 
Department 

Total cost: 476 million yen 

Period of 
Cooperation 

R/D: From May 11, 2005 to 
May 10, 2010 

Partner country’s implementing organizations:
Ministry of Agriculture and Forestry (MAGFOR), 
National Agrarian University (UNA), Institute of Rural 
Development (IDR), National Nicaraguan Cattlemen’s 
Association (CONAGAN) 
Supporting organization in Japan: Ministry of 
Agriculture, Forestry and Fisheries 

1-1 Background of the Project   
In the Republic of Nicaragua (hereinafter called Nicaragua), the civil war that lasted for 10 years from 

1979 frazzled the domestic economy and the real GDP per capita dropped to US$508 from that was 
US$1,153 before the civil war, having made the country the second poorest after Haiti in Central and 
South America. In such situation, the Nicaraguan government has been making efforts to promote job 
creation and develop new industries under the slogan of “Development and Reform”. Nicaragua is an 
agricultural country where the agriculture, forestry and fisheries industry accounts for 31.6% of the GDP 
(1999, the Central Bank of Nicaragua) and 43% of the employed population (2001, the Central Bank of 
Nicaragua). Primary commodities accounts for 74% of the total exports from the country (2002) and the 
national economy largely depends on agriculture, forestry and fisheries. Especially livestock products 
are the top export item (2002) and demonstrate superiority while other traditional and nontraditional 
products compete with those from other Central American countries. There are many small and large 
dairy processing factories in the country and the export of cheese has recently been increasing. Thus 
cattle breeding is expected to play an important role in stimulating Nigeria’s economy as it can promote 
not only production of primary commodities but also the processing industry.  
 
1-2 Project Overview   

The Project was carried out in the target areas of Boaco Department and Chontales Department,
located in the central highlands of Nicaragua, with the purpose of agricultural management and living 
improvement through productivity improvement. The purpose was to be achieved with activities to 
disseminate technologies and information according to the management status of each farmer via 
livestock cooperatives etc. to small and medium scale farmers in the target area, and these activities 
would help solve such issues as serious shortage of cattle feed in dry seasons, deterioration of livestock 
caused by inbreeding and lowered reproductive rate of cows.   
(1) Overall Goal: Cattle production technologies of small and medium scale farmers in the target area are 
enhanced and their agricultural management is improved.  
(2) Project Purpose: Cattle production technologies of small and medium scale farmers in the model 
areas are enhanced and their agricultural management is improved.  
(3) Outputs 
Output 1: Cattle breeding technicians practicing in the target area acquire technologies appropriate for 
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the farmers.  
Output 2: Technologies appropriate for the farmers are disseminated to the farmers in the model area.  
Output 3: Technologies for artificial fertilization and embryo transfer for the benefit of farmers are 
enhanced at a national-level research institute.  
Output 4: Living conditions as well as support from the project-related organizations to farmers in 
agricultural management are improved.  
 
(4) Inputs (at the time of evaluation) 
Japanese side: About 476 million yen of total input  

Dispatch of Experts (long): 5 persons (Chief Advisor, Agricultural Management Improvement, 
Feeding Management, Dissemination, Hygiene Management, Breeding Technologies, and 
Business Coordination) *4 persons after May 2008 
Dispatch of Experts (short): 5 persons (Campylobacteriosis Diagnosis and Bull Reproductive 
Function Diagnosis (3rd country), Rural Society Research, Cow Reproductive Function Diagnosis, 
Agricultural Management Improvement, and Cattle Management) 
Provision of Equipment: Worth about 242K US dollars (vehicles, program freezers, cattle scale, 
ultrasonic diagnostic equipment, spectrometer system, stereomicroscope, electrical stimulus sperm 
collector, etc.) 
Training in Japan: 7 persons 
Local cost expenditure: 257 million yen 

Nicaraguan side (extension period):  
Counterpart personnel: 10 counterparts engaged in project operation management, 14 technical 
counterparts, etc.  
Project operation cost: About 1,040K US dollars 

2. Evaluation Team   

Members of 
Evaluation 
Team   

 (Responsibility: Name and Title) 
Leader: Yusuke TADA, Senior Advisor, Institute for International Cooperation, JICA 
Cattle Breeding Technologies: Kazuto YANAGITANI, Miyazaki Farm, National Livestock 
Breeding Center 
Plans and Management: Yoshifumi YAMANAKA, Field Crop Based  
Farming Area Division I, Rural Development Department, JICA 
Evaluation and Analysis: Takeshi KIKUKAWA, Centinos Incorporated 
Interpreter: Aki HIGUCHI, Japan International Cooperation Center 
*Evaluation was conducted jointly with three Nicaraguan evaluation members. 
Ing. Gustavo Adolfo Rodriguez 
National Nicaraguan Cattlemen’s Association (CONAGAN) 
Ing. Lesber Rodriguez Sarria 
Ministry of Agriculture and Forestry (MAGFOR) 
Ing. Marvin Mairena Bejarano 
National Agrarian University (UNA) 

Period of 
Evaluation 

November 15 – December 5, 2009 Type of Evaluation: Terminal evaluation 

3. Results of Evaluation   

3-1 Achievement   
(1) Achievement of Outputs 
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Output 1: Cattle breeding technicians practicing in the target area acquire technologies 
appropriate for the farmers. 
Output 1 is expected to be achieved by the time the Project is completed.  
 Indicator 1-1 “Over 50% of the veterinarians placed in the target area receive training on cattle 

conception rate improvement.” 
<Result> The goal indicator has been achieved. 26 veterinarians out of 50 (estimated number) have 
completed training. 
 Indicator 1-2 “60 cattle breeding technicians practicing in the target area acquire technologies 

appropriate for the farmers.” 
<Result> The goal indicator is expected to be achieved by the end of the technical cooperation period. As 
of end of October 2009, 44 cattle breeding technicians out of 60 have completed training. Another 20 
will receive training in the model areas. 
Output 2: Technologies appropriate for the farmers are disseminated to the farmers in the model 
areas. 
Output 2 has been achieved. 
 Indicator 2-1 “In the model areas, a total of 900 persons – 450 farmers and 450 workers – receive 

training on appropriate technologies for the farmers.” 
<Result> The goal indicator has been achieved for farmers. 450 farmers and 15 workers have received 
training. The number of workers who have received training remains at the current level because day 
wage has to be guaranteed for training, it can be hard to gain understanding from farm managers, the 
number of workers is smaller than originally estimated, etc. 
 Indicator 2-2 “Over 50% of the small and medium scale farmers who have received training adopt 

the appropriate technologies.” 
<Result> The goal indicator has been achieved. Over 50% of the farmers who have received training 
have adopted and implemented most of the appropriate technologies. The implemented items include
giving mineral salts to cows, giving supplemental feed in dry seasons, increase of improved grass land 
and weed control in grazing land.  
 Indicator 2-3 “At least 10 monitor farmers have been set up in each model area.” 
<Result> As of the end of October 2009, the total number of monitor farmers is 29 and the number of 
monitor farmers per unit model area is about 5, lower than the target. However, considering the actual 
conditions such as deployment of local technicians and road conditions, about 5 monitor farmers in each 
area is a realistic upper limit and considered to be adequate for the implementation of monitoring and 
farmer training.  
 
Output 3: Technologies for artificial fertilization and embryo transfer for the benefit of farmers 
are enhanced at a national-level research institute. 
Output 3 is expected to be achieved by the time the Project is completed. 
 Indicator 3-1 “Good-quality frozen semen (whose sperm motility +++ is over 30% after dissolution, 

hygienically guaranteed) is produced.” 
<Result> The goal indicator has been achieved. In sperm motility valuation conducted in November 
2007, all six samples satisfied the predetermined standard (+++ 30%) and passed the test.  
 Indicator 3-2 “The conception rate with experimental embryo transfer at a national-level research 

institute is over 40%.” 
<Result> The average conception rate in the technical cooperation period is 12% and the goal indicator 
has not been achieved. However, the series of embryo transfer technologies have been transferred to the 
counterparts and they are now able to conduct embryo transfer independently. 
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 Indicator 3-3 “In the areas where artificial insemination technicians who have received re-education 
training are in charge, the number of cows that have had artificial insemination increases by more 
than 30%.” 

<Result> The target number of cows is 351, 30% of the 1,170 cows that initially received artificial 
insemination. Activities need further reinforcement to achieve the target.   
 
Output 4: Living conditions as well as support from the project-related organizations to farmers in 
agricultural management are improved. 
Output 4 is expected to be achieved by the time the Project is completed. 
 Indicator 4-1 “In over 30% of the target farmers for training in the model areas, roofing and flooring 

are improved for hygienic milking.” 
<Result> The goal indicator has not been achieved at the time of the evaluation. While the groups with 
many cooperatives’ members have achieved the goal for roofing (38% for roofing and 10% for flooring), 
the overall result of all groups remains at 26% for roofing and 6.4% for flooring. The challenge is to 
finance capital expenditure. However, the Project have completed training of site technicians as well as 
conducted design so that practical effect can be achieved with minimal equipment and response can be 
taken according to the budget. Therefore, it is expected that appropriate improvements will continuously 
be made in the future.  
 Indicator 4-2 “Hygienic milking technologies are spread and adopted by 50% of the target farmers in 

the model areas.” 
<Result> The goal indicator has not been achieved at the time of the evaluation. However, it is likely to 
be achieved through future activities.  
 
(2) Achievement of Project Purpose 
Project Purpose: Cattle production technologies of small and medium scale farmers in the model 
areas are enhanced and their agricultural management is improved. 
It is believed that the project purpose can be achieved by the end of the Project through continuous 
activities.   

1） Indicator 1: The average milk taken from a cow in a dry season increases by over 30% in over 
50% of the monitor farmers in the model areas.  

<Result> The average milk production from a cow at 5 monitor farmers has increased by 54%, 39%, 
-5%, -16% and -49% and the average rate was 40%. Thus the goal indicator of 50% has not strictly been 
achieved. It is believed that some farmers experienced decrease in average milk production because the 
amount of feed per cow decreased when the number of cows increased. The Project has already provided 
technological advice to improve the situation and activities to encourage the implementation of these 
technologies will be continued. Please note that, despite the decrease in average milk production from a 
cow, the total milk production increased from 2006 to 2009. Therefore, it is considered that the goal 
indicator is virtually satisfied. 

2） Indicator 2: The annual birthrate is at least 60% at over 50% of the monitor farmers in the 
model areas. 

<Result> The indicator has been achieved. According to the data of 12 monitor farmers, 8 farmers have a 
birthrate of over 60% and about 66% of the monitor farmers in the target area have achieved the goal. 

3） Indicator 3: The average daily weight gain of 7-month-old cows increases by over 30% at 
over 50% of the monitor farmers in the model areas.  

<Result> The average daily weight gain at 5 farmers is 20%, 19%, -17%, -44% and -68%, and the 
indicator has not been achieved at the time of evaluation. There were negative results in some cases 



 

xiii 

because supplementary feed was not secured enough, calves were not fed with enough milk, etc. 
Improvements are being proposed and training is being further reinforced.  

4） Indicator 4: At least 50% of the monitor farmers and pilot farmers in the model areas 
produce grade-A milk. 

<Result> The rate of grade-A milk produced in the model areas is about 41%, slightly lower than the 
goal indicator. However, the rate of grade-A milk produced by the groups of cooperatives’ members is as 
high as about 67%. It is believed that it was because cooperatives conducted hygiene guidance and 
educational activities to meet customers’ needs and raised motivation for improvement through pricing 
by grade, etc., as well as the Project provided effective technological guidance.  

 
3-2 Summary of Evaluation Results   
(1) Relevance: Relevance is high. 

1) Consistency with Nicaraguan national policy: In the National Plan for Human Development and 
Food Security (Draft) (planned for 2012-2016), the Nicaraguan government has an emphasis on wealth 
creation for poverty reduction as an important task. Considering that cattle breeding is an important 
activity for Nicaraguan farmers to make daily income and about 70% of all milk production in the 
country comes from small and medium scale farmers, the Project has a large effect on living 
improvement for cattle farmers. Therefore, the Project is consistent with the needs of the cattle breeding 
sector of Nicaragua. 

2) Consistency with Japan’s aid policy for Nicaragua: In the Country Assistance Program for 
Nicaragua (2002), promotion of cattle breeding is mentioned as one of the important development tasks. 
In JICA’s Country Program (2007), agricultural and rural development is mentioned as one of the four 
priority areas. Therefore, the Project is highly consistent with Japan’s ODA policy for Nicaragua.  

3) Appropriateness of the Means: The means of the Project that aim to improve technical capabilities 
and reinforcement of organizational power directly contribute to the improvement of productivity and 
production technologies, which are major development tasks in agriculture and stock raising in 
Nicaragua. Therefore, the means are considered appropriate.  
(2) Effectiveness: Effectiveness is high. 

Concerning the four outputs, the following theory holds true. 
“Technologies appropriate for farmers will be disseminated to the farmers in the model areas” 
when “local technicians practicing in the model areas acquire technologies appropriate for the 
farmers”. At the same time, “technologies for artificial fertilization and embryo transfer for the 
benefit of farmers are enhanced at a national-level research institute” at the national level.   With 
these three outputs, the project purpose will be achieved when “living conditions as well as 
support from the project-related organizations to farmers in agricultural management are 
improved”.  

Thus, the project purpose is to be achieved in a comprehensive manner. Therefore, the effectiveness of 
the Project is considered high.  

 
(3) Efficiency: Efficiency is relatively high. 

1) Experts: Japanese long-term experts were dispatched in the following 7 areas – Chief Advisor, 
Agricultural Management Improvement, Hygiene Management, Business Coordination, Feeding 
Management/Dissemination, and Breeding Technologies. Thus efficient inputs were made according to 
the contents of the Project.  

2) Equipment for Project: Major equipment items provided were those necessary for the achievement 
of outputs, such as office supplies, OA equipment, stereomicroscope and instruments for semen 
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collection.   
3) Counterpart: Counterparts from MAGFOR and UNA are appropriately placed for feed crop, 

artificial insemination, animal hygiene and breeding, agricultural management, feeding management, and 
embryo transfer.  

4) Facilities: MAGFOR provided project offices in the Cattle Breeding Center (CSGP) and the 
MAGFOR regional office, which have become base offices for the implementation of the Project. UNA 
provided an office for the field of breeding, a laboratory for embryo transfer, and lodging facilities and a 
training building for trainees.  
(4) Impact: Impact is being generated in multiple aspects including technology, society and economy 
and is relatively large.  

1) Chance of Achievement of the Overall Goal: It is believed that the foundation for the dissemination 
in the target area has been developed through the implementation of the Project up to this time. The 
contributing factors include the facts that manuals for the implementation of technical training have been 
developed; that livestock cooperatives and other relevant organizations have been developed to some 
extent; that appropriate technologies have been verified and there is a prospect for their actual 
application; and that heightened interest and motivation have been confirmed among farmers.  

2) Technical impact: It is expected that there is a positive impact on technological improvement for 
agriculture and stock raising in MAGFOR, UNA, city governments, livestock cooperatives, etc. It is 
believed that there is an extremely significant technical impact, e.g., the introduction of clinical 
reproductive technologies and embryo transfer technologies to UNA has improved UNA’s research and 
education level and it has become possible for other donors to implement artificial insemination projects.

3) Strategic Impact: Currently UNA is having discussion with INTA about deployment of agricultural 
dissemination strategy for technical support to producers. This system will make it possible to 
disseminate technologies to farmers as well as provide graduates and interns with opportunities for 
on-site work experience. These activities are considered to be very effective means for the promotion of 
dissemination activities in the future.  

4) Social and Economic Impact: Based on the result of a questionnaire, a certain level of economic 
impact of the project implementation is confirmed. As for expansion of training opportunities and 
technical improvement for women, the female respondents to the questionnaire gave almost full score, 
showing that the Project is highly appreciated in terms of provision of technologies and expansion of 
opportunities to women. Therefore, the social and economic impact is considered to be significant.  

 
(5) Sustainability: Sustainability is high. 

1) Organizational Sustainability: The implementing organizations of the Project – MAGFOR, UNA, 
IDR and CONAGAN – have deepened cooperation for development of the agricultural sector through the 
implementation of the Project although they normally have different roles and responsibilities. The 
counterparts are especially highly motivated and have high interests and enthusiasm concerning the 
continuous activities in the future. MAGFOR and UNA are already looking at expansion to other areas 
and their organizational bases have been secured. Moreover, at the field level, responses of such 
organizations as city governments, livestock cooperatives and other relevant organizations have been 
improved through monitoring and training activities and technicians have been deployed. It is expected 
that further dissemination can be made through such organizations in the future. Thus, preparations for 
organizational responses have been made and sustainability is considered high.   

2) Technical Sustainability: It is believed that the technical capabilities of the counterparts have 
dramatically improved through the Project. The introduction of clinical reproductive technologies and 
embryo transfer technologies to UNA has improved its research and education level and it has become 
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possible for other donors to implement artificial insemination projects. Thus the technical sustainability 
is believed to be remarkably large. Also, technical manuals necessary for the deployment of activities 
have been developed and technicians of MAGFOR, livestock cooperatives, city governments, etc. have 
acquired appropriate technologies that can be applied on site. Moreover, they have also gained 
knowledge and experience for monitoring and additional technical guidance. Therefore, the technical 
sustainability is considered high. 

3) Financial Sustainability: Since the implementation plan for continuous activities in the future has 
not been developed yet, necessary financial resources have not been calculated. Financial sustainability 
will have to be ensured by securing such financial resources.  

 
3-3 Factors that Promoted (Impeded) Realization of Effects   
(1) Promoting Factors 

1) Flexible deployment of human resources: The number of long-term experts dispatched for the 
implementation of the Project was five till the third year and four for the remaining period. Short-term 
experts were dispatched when needed. Thus flexible actions were taken. 

2) Selection of Target Organizations: Selection of livestock cooperatives, which have high 
organizational capability, led to the promotion of field-level activities.  
(2) Impeding Factors 
As it took about 1 and half years from the initiation of the Project to the start of actual training 
dissemination activities, it affected the subsequent schedule of the Project, especially dissemination 
activities. Concerning this situation, based on the recommendations of the Interim Report, relevant 
organizations carried out appropriate activities to establish a dissemination system with cooperation 
among relevant organizations. Thus the establishment of a field-level dissemination system has been 
promoted.  
 
3-4 Conclusion 

Although some of the individual indicators have not been achieved, it is believed that the indicators 
for the Project Purpose can be achieved by the end of the cooperation period.  

Establishment of the dissemination base and reinforcement of the dissemination system are recognized 
both at the central and local levels. It is believed that the Overall Goal and the Project Purpose can be 
achieved if the relevant organizations continue project activities.  

Based on the above, it is considered that the expected results from the cooperation period have been 
achieved and the technical cooperation will be terminated in May 2010 as planned.  

 
3-5 Recommendations (Concrete Actions, Recommendations and Advice concerning the Project) 
[Matters to be completed before the end of the cooperation period] (Actions to be taken by the 
Nicaraguan implementing organizations according to the advice and instructions of JICA experts) 

(1) Summarize project activities, dissemination processes and their good practices and success cases, 
and share with relevant organizations. 

(2) Hold seminars, symposiums, workshops, etc., to share project experience. Strengthen the interface 
functions of MAGFOR’s department offices to enhance their capabilities to help cooperation and 
coordination between the central-level technicians (UNA and MAGFOR) and the locally-practicing 
cattle breeding technicians (city governments and livestock cooperatives).   

(3) MAGFOR, UNA, CONAGAN and IDR provide training to site cattle breeding technicians for the 
purpose of dissemination in other areas.  

(4) Strengthen the foundation for further deployment of the project activities by improving manuals 
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with effective and appropriate technologies established by the Project and cases of their application. 
 
[Deployment of the Project after the technical cooperation period] (Actions to be taken by the 
Nicaraguan implementing organizations) 

(1) MAGFOR, UNA, CONAGAN and IDR continue and expand training of site cattle breeding 
technicians.  

(2) Reinforce and organize technological dissemination units in city governments and cooperatives. 
(3) Continue investigation processes to determine and verify application of models for small and 

medium scale cattle farmers in Nicaragua.  
 

3-6 Lessons Learned (Information Derived from the Project to Help the Identification, Formation, 
Implementation and Operation Management of Other Similar Projects) 
(1) Many of the technologies introduced to the farmers are inexpensive and easy to implement. In case 

more expensive technologies that involve facility improvement are introduced, the possibility of other 
financial resources should be considered.  

(2) It is recommended to select pilot farmers after grasping the current situation and motivation of the 
farmers through project activities. It is considered desirable to appoint monitor farmers at the time of 
the project initiation and select pilot farmers later from among monitor farmers based on their 
activities. 

(3) Selection of existing cooperatives and city governments that have high organizational power as target 
organizations led to the promotion of activity development. 
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第１章 プロジェクトの概要 
 
１－１ プロジェクト名称 

中小規模農家牧畜生産性向上計画プロジェクト 
 
１－２ プロジェクト期間 

2005年5月11日～2010年5月10日 
 
１－３ プロジェクト対象国、対象地域 

対象国：ニカラグア共和国 
対象地域：ボアコ県、チョンタレス県 

 
１－４ 受益対象者 

対象2県から選抜された6市の中小牧畜生産者 
 
１－５ プロジェクト実施機関 

農牧林業省（Ministerio Agropecuario y Forestal：MAGFOR）家畜繁殖センター（Centro de Servicio 
Genético Pecuario：CSGP）、国立農科大学（Universidad Nacional Agraria：UNA）、農村開発庁（Instituto 
de Desarrollo Rural：IDR）、国家牧畜委員会（Comisión Nacional Ganadera de Nicaragua：CONAGAN） 
 
１－６ プロジェクト概要 

ニカラグア共和国（以下、「ニカラグア」と記す）は1979年から10年以上続いた内戦により国内

経済が疲弊し、内戦前に1,153米ドルであった国民1人当たりの実質GDPは、2000年には508米ドル

まで低下し、ハイチに次ぐ中南米最貧国となっている。このようななか、ニカラグア政府は開発

と変革をスローガンに、雇用促進や新規産業の育成に取り組んでいる。ニカラグアは農林水産業

がGDPの31.6％（1999年、中央銀行）、就業人口の43％（2001年、中央銀行）を占める農業国であ

る。また、一次産品の輸出総額はニカラグア輸出総額の74％を占めており、国家経済は農牧林水

産業に大きく依存している。特に畜産品は輸出額の1位を占め（2002年）、他の伝統的、非伝統的

産品がいずれも中米各国と競合するなか、高い優位性を示している。国内には大小さまざまな酪

農製品の加工場があり、近年ではチーズの輸出も増加している。このように一次産品の生産のみ

ならず加工業の振興も図ることのできる牧畜はニカラグアが経済振興を図るうえで重要な役割を

果たすものとして期待されている。 
このプロジェクトは、2005年5月に開始された。本プロジェクトの対象地域であるニカラグアの

ボアコ県とチョンタレス県は中央山岳地方に位置している。乾期の深刻な飼料不足、近親交配に

よる家畜の劣化、ウシの繁殖率の低下などの問題を有しており、その生産率は非常に低い。本プ

ロジェクトでは対象地域の中小規模農家向けに、それぞれの農家の経営状況に即した技術や情報

を、牧畜組合などを通して普及する活動であり、最終的には生産性の向上を通じて営農と生活の

改善を図ることを目的としている。 
協力の枠組みは以下のとおりである。 



 

－2－ 

＜上位目標＞ 
対象地域の中小規模の農家のウシの生産技術が向上し、営農が改善される。 

＜プロジェクト目標＞ 
モデル地域の中小規模農家のウシの生産技術が向上し、営農が改善される。 

＜成果＞ 
①対象地域の現場畜産技術者が農家向け適正技術を習得する。 
②農家向け適正技術がモデル地域の農家に普及される。 
③農家の利益のための人工授精と受精卵移植技術が国レベルの研究機関で強化される。 
④プロジェクト関係機関の農家に対する営農支援と生活改善状況が向上する。 
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第２章 終了時評価概要 
 
２－１ 終了時評価の目的 

本調査は以下を目的として、日本側評価団とニカラグア側評価委員会と合同で行った。2010年5
月までにプロジェクト目標を達成するための進捗状況を評価するものである。 
（1）技術協力の開始から現在までの実績と計画達成度を確認するとともに、評価5項目（妥当性、

有効性、効率性、インパクト及び持続性）に沿って日本・ニカラグア側双方で総合的に評価

する。 
 
（2）評価結果に基づき、2010年5月までの残存協力期間の活動計画を明確にするとともに、協力

終了後にとるべき対応策について協議し、その結果を両国政府関係者に報告・提言する。 
 
（3）今後、類似案件が実施される場合に、その案件を効率的に立案・実施するために、本協力

の実施による教訓を取りまとめる。 
 
２－２ 終了時評価の方法 

2008年11月に実施した中間評価時に修正したプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project 
Design Matrix：PDM）（PDM3）を基に評価グリッドを作成し、評価5項目（妥当性、効率性、有効

性、インパクト、持続性）に基づいて評価を行う。以下の工程で作業を行った。 
（1）日本側終了時評価調査団による調査 

1）現在までに作成されたプロジェクト報告書及び中間評価報告書のレビュー 
2）専門家・カウンターパート（C/P）/現場技術者へのアンケート及びインタビュー調査 

 
（2）現地での日本側終了時評価団とニカラグア側評価委員会による調査 

1）プロジェクト対象地への視察及び中小規模畜産農家へのインタビュー 
2）評価グリッドに基づくプロジェクトの進捗状況及び効果の確認と、日本・ニカラグア側

双方の評価結果取りまとめ 
 
（3）日本側終了時評価団、ニカラグア側評価委員会・プロジェクト運営委員会による調査結果

の最終検討を行い、終了時評価の結果をまとめる。 
 
２－３ 合同評価委員会の構成 

（1）終了時評価調査団（日本側） 
担当分野 氏 名 所 属 

団長 多田 融右 JICA国際協力専門員 
畜産技術 柳谷 和人 家畜改良センター 宮崎牧場 
計画管理 山中 祥史 JICA農村開発部畑作地帯第一課 
評価分析 菊川 武 センティノス・インコーポレイテッド 
通訳 樋口 安紀 日本国際協力センター 
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（2）ニカラグア側評価委員会（ニカラグア側） 
グスタボ・アドルフォ・ロドリゲス（Ing. Gustavo Adolfo Rodriguez） 

国家牧畜委員会（CONAGAN） 
レスベル・ロドリゲス・サリア（Ing. Lesber Rodriguez Sarria） 

農牧林業省（MAGFOR） 
マルビン・マイレナ・ベハラノ（Ing. Marvin Mairena Bejarano） 

国立農科大学（UNA） 
 

２－４ 評価日程 

日本側終了時評価団の訪問は、2009年11月15日から12月5日までの21日間である。 
 
２－５ 評価のデザイン 

２－５－１ 評価手法概要 
評価の手法は、資料レビュー、インタビュー、質問票による調査の3とおりの方法を採用した。

これは広範囲にわたるプロジェクト関係者から広くフィードバックを受け情報収集することを

目的としたものである。評価に用いる設問は、「JICA事業評価ガイドライン」（改定版）を基本

としプロジェクト活動内容を踏まえて検討した結果、評価グリッド（付属資料３－１の別添資

料2-2. 評価グリッドを参照）に必要データと指標を取りまとめた。 
データは、目標達成実績、プロジェクト成果評価のための実績、実施プロセス、5項目評価、

の項目を網羅している。これらのデータを評価するための指標はPDM3に既に規定されているた

めそれらを使用した。 
まず、質問票によって収集されたデータを基にプロジェクトにおける成果や外部からの評価

についてレビューを行い、その後のインタビューなどによる詳細調査のための論点を抽出した。

また、並行して関連資料のレビューを行い、投入実績、成果達成実績、目標達成状況などの把

握を行った。その後、案件実施現場を訪問し現状確認を行うとともに、関係者への直接インタ

ビューを通じて資料ベースによる調査の補完を実施した。 
なお、これら評価分析結果については、報告書本体の第2章の合同評価結果に記載済みである

ほか、付属資料３－１の別添資料2-2. 評価グリッド（和文）と2-3. 投入実績（和文）に取りま

とめている。 
 

２－５－２ データ収集方法 
資料レビューとインタビューは評価グリッドにおいてあらかじめ準備した設問に沿ってデー

タ収集を実施した。データ収集は、専門家とC/Pを中心として現場技術者や生産者へのインタビ

ューを通じて実施した。これらには調査時にニカラグア滞在中のすべての専門家とC/P、並びに

市役所、組合にて直接農民指導にあたっている現場技術者が含まれる。現地においてはパイロ

ット農家、モニター農家の経営者、農民研修を受講した一般農家、市役所市長や組合幹部など

にもインタビューを実施した。 
また、質問票による調査は、現場技術者を通じて質問票を回答者（対象6地域1の生産者、労働

                                                        
1 Boaco, Camoapa, San Francisco de Cuapa, Santo Tomas, San Pedro de Lovago, Villa Sandinoの6地域。 
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者、市役所、組合関係者を含む）に配付あるいは直接聞き取り調査を行った。収集できた回答

数は合計119名（男性100名、女性19名）であった。質問票による調査では、一般農家において

文字の読み書きができない回答者が多くを占めるため、現場技術者による聞き取り調査を中心

に、データ収集を行った。 
 

２－５－３ データ分析方法 
資料レビューとインタビューは収集したデータを基にあらかじめ設定された評価指標・基準

に照らし合わせて評価を行った。数値データは必要な数値処理を行い整理を行うとともに、プ

ロジェクト実施のプロセスや現場状況などについて定性的データを収集した。 
また、質問票に対する回答は、4段階選択肢設問では回答を数値化して整理するとともに、自

由回答設問では主な回答結果を整理し傾向を把握した。 
 
２－６ 協議 

収集した情報は評価5項目に基づいて分析し、その結果から提言・教訓を抽出した。なお、本終

了時評価は日本側調査団とニカラグア側評価委員からなる合同評価委員会において協議し、合意

に至った（付属資料３参照）。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 
３－１ 投入実績 

３－１－１ 専門家派遣 
日本人長期専門家は当初、チーフアドバイザー/営農改善、衛生管理、業務調整、飼養管理/普

及、繁殖技術の7分野5名が派遣されていたが、中間評価後、チーフアドバイザー/繁殖、営農改

善/家畜衛生管理、飼養管理/普及、業務調整の7分野4名体制で派遣することとなった。日本人短

期専門家として農村社会調査（2006年5月14日～6月20日）と営農改善（2007年1月29日～3月21
日）、家畜管理（牛群管理：データ解析及び評価）（2009年9月1日～11月28日）が派遣された。

第三国専門家はボリビアからキャンピロバクター診断及び雄牛繁殖機能診断（2006年2月1日～3
月29日）、チリから雌牛繁殖機能診断（2006年8月26日～9月24日）が派遣された。 

 
３－１－２ 機材供与 

主要供給機材は事務用品、実体顕微鏡、精液採取用器具等である。技術協力期間後半ではか

すみ網、超音波診断装置等がある。受精卵移植に関する機材は過去（本プロジェクトの開始前

に）別の協力で供与されており、本プロジェクトはそれらを使用している。 
 
３－２ 成果の実績 

成果の実績は、各活動別に以下のように整理できる。 
 
成果1：対象地域の現場畜産技術者が農家向け適正技術を習得する。 
成果1はプロジェクト終了までに達成される見込みである。 
 
指標1-1「対象地域において配置されている獣医師の50％以上がウシの受胎率向上の指導を受け

る。」 
＜実績＞ 

目標指標達成済み。 
推定獣医師数50名のうち26名の研修終了。 

 
指標1-2「対象地域において農家向け適正技術を習得した現場畜産技術者が60名になる。」 
＜実績＞ 

技術協力期間終了までに目標指標達成の見込み。 
2009年10月末時点において畜産技師60名のうち44名が研修終了。今後モデル地域で20名の研修

を予定している。 
 
成果2：農家向け適正技術がモデル地域の農家に普及される。 
成果2は達成されている。 
 
指標2-1「モデル地域において農家向け適正技術の研修を農家450名、労働者450名の合計900名が受

講する。」 
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＜実績＞ 
農家に係る目標指標達成済み。 
農家450名、労働者15名が受講済み。労働者については研修にあたり日雇い賃金を保障する必要

があること、農場経営者からの理解が得にくい場合があること、当初想定より労働者人数が少

なかったことなどから現時点の受講者数となっている。 
 
指標2-2「研修を受講した中小農家の50％以上が適正技術を導入する。」 
＜実績＞ 

目標指標達成済み。 
ウシへの鉱塩補給、乾期の補助飼料付与、改良草地面積の増加、放牧地での雑草防除など大部

分の項目について、研修を受講した50％以上の農家が適正技術を導入、実施済み。 
 
指標2-3「各モデル地域に少なくとも10戸のモニター農家が設置される。」 
＜実績＞ 

2009年10月末時点におけるモニター農家は合計29戸であり、単位モデル地域当たりでは約5戸で

あり、目標値を下回っている。しかしながら、実態として現地技術者の配置、道路状況などを

勘案すると1地域当たり5戸程度のモニター農家の設定は可能な上限値であり、モニタリングや

農民研修の展開を実施するにあたって適切であると考えられる。 
 
成果3：農家の利益のための人工授精と受精卵移植技術が国レベルの研究機関で強化される。 
成果3はプロジェクト終了までに達成される見込みである。 
 
指標3-1「良質の凍結精液（溶解後の精子活力＋＋＋が30％以上、衛生的に保証）が生産される。」 
＜実績＞ 

目標指標達成済み。 
2007年11月の精子活力評価において6本の評価を実施し、すべて所定基準（＋＋＋30％）を満足

し合格している。なお現在、センターは民間企業であるAlbalinisa社が運営を行っている。 
 
指標3-2「国レベルの研究機関の試験的な受精卵の移植による受胎率が40％以上になる。」 
＜実績＞ 

技術協力期間における平均受胎率は12％で、目標指標は未達成。 
しかしながら、C/Pへの一連の受精卵移植技術の技術移転は実施済みであり、自立的に受精卵移

植を実施することができるようになっている。 
 
指標3-3「再教育指導を受けた人工授精師の管轄地域の人工授精実施頭数が30％以上増加する。」 
＜実績＞ 

目標指標は当初人工授精が実施されていた1,170頭に対して30％に当たる351頭が目標となるが、

達成には更に取り組み強化が必要と考えられる。多くの地域では実証中あるいは開始したばか

りであった。カモアパ市においては、プロジェクト開始時に人工授精が行われていなかったが、

同市の1つのグループでは2009年において、飼養雌牛（315頭）に対し15％に当たる46頭の実績
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を上げている。 
 
成果4：プロジェクト関係機関の農家に対する営農支援と生活改善状況が向上する。 
成果4はプロジェクト終了までに達成される見込みである。 
 
指標4-1「モデル地域の指導対象農家の30％以上で衛生的な搾乳のための適正な屋根や床が改善さ

れる。」 
＜実績＞ 

総合的には、目標指標はまだ達成されていない。 
組合員の多いグループでは、屋根整備38％、床整備10％の実績で屋根については目標を既に達

成しているが、それ以外を含めた場合はおのおの26％、6.4％にとどまっている。これは設備投

資に必要な資金が課題であり、プロジェクトでは必要最小限の設備で実施的な効果が得られる

よう予算に応じた対応を行うことができるよう設計に配慮し、現場技術者への指導も終了して

いる。したがって、今後は適正な改善が継続的に行われるものと考えられる。 
 
指標4-2「衛生的な搾乳技術が普及し、モデル地域の対象農家の50％で導入される。」 
＜実績＞ 

総合的には、目標指標はまだ達成されていない。 
乳頭清拭：36％、乳房炎検査：34％、牛乳フィルターの使用：38％の実績である。しかしなが

ら、組合員の多いグループでは、おのおの75％、56％、65％とすべて指標ターゲットを満足し

ている。これは適切な技術指導を強化することによって大きく改善させることができることを

示唆している。したがって、今後の取り組みによって目標達成できる可能性が高い。 
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第４章 実施プロセス 
 
４－１ プロジェクト活動 

活動1-1：牧畜組合を利用し対象地域におけるウシの生産性に関する実態調査とモニタリングを実

施する。 
牧場における飼養管理や経営・生産にわたる実態を把握するため、技術者が月1回全頭の体重測

定、乳量測定、乳房炎検査、繁殖診断を行っている。モニター活動は、モニター実施マニュアル

を基に実施されており、データはプロジェクトチームによって集積・分析されている。モニター

農家数は技術協力期間を通じて拡大され、2009年10月末時点で29戸にてモニタリングが実施され

ている。 
 
活動1-2：パイロット農家において、ウシの生産性を向上するための農家向け適正技術を実証する。 

飼養管理（子ウシの哺乳方法）、Humidicola（牧草）の植え付け、牧区の整備（雑草の除去、牧

柵の整備）乾期対策（サトウキビ植え付け、豆殻の貯蔵、スターグラスの乾草の作成）、不妊牛の

淘汰等を行っている。これら適正技術は、乾期における飼料の確保、育成牛体重増加率の上昇等

を企図するものである。家畜繁殖部門ではモニター活動に加え、繁殖カレンダー（後に家畜の移

動、淘汰情報も記録できる家畜管理カレンダーへ改良）の使用の指導を行っている。また、現場

畜産技術者への家畜繁殖研修も実施された。 
 
活動1-3：現場畜産技術者に対して農家向け適正技術の研修を実施する。 

現場畜産技術者に対して、研修や普及のための農民組織化指導研修会や農家向け適正技術の研

修を実施した。また、飼養管理、家畜衛生などの分野を対象とした現場技術者研修も実施してい

る。これら現場技術者向け研修の実績は、延べ参加者97名に上る。 
 
活動2-1：対象地域の農家及び農業労働者の技術習得方法の実態調査を実施する。 

家畜繁殖分野、飼養管理分野において、モニター農家で、生産技術向上のためのデータ収集を

行った。また農家の実態に合わせ、経営質問票を用い農村社会と営農生活改善調査を行った（家

族調査、収入、労働、生活状態等）。これら実態調査を基に現場技術者向けセミナー、農民研修、

あるいは労働者研修などの研修企画・実施がなされた。 
 
活動2-2：現場畜産技術者から農家及び農業労働者へ農家向け適正技術の研修を実施する。 

生産性向上のための農家向け研修は2007年8月から実施された。2009年10月末までの延べ参加者

は約5,000名にも上る。 
 
活動2-3：牧畜組合を活用し、農家及び農業労働者へ農家向け適正技術の導入状況をモニタリング

する。 
農家への技術研修受講者を対象に適正技術の導入状況をモニタリングしている。実施は現場技

術者が中心となってデータ収集する形式を取っており、収集されたデータはプロジェクトチーム

によって集積・分析されている。 
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活動3-1：国レベルの研究機関における人工授精と受精卵移植の技術力を向上する。 
国レベルでの人工授精精液製造の技術向上活動については、施設の整備、精液製造に係る衛生

規定の徹底、カンピロバクター診断技術の指導、野外検査等適切な活動が行われた。また、国レ

ベルでの受精卵移植事業については過剰排卵処理、供卵牛の選定、受精卵の採取、受精卵の鑑別

評価、その凍結保存処理、受卵牛の発情同期化、選定、受精卵移植までの一連のプロセスをUNA
のC/Pのみで実施できるようになった。 
 
活動3-2：国レベルの研究機関における人工授精向上の成果を対象地域の農家に試験的に供給する。 

人工授精の試験的実証は、2007年12月からカモアパにて開始され、対象地域のすべての6市にて

実証開始済みである。現時点ではまだ開始されたばかりの実施箇所もあり、引き続き指導がなさ

れている。実証にあたっては、農民がグループをつくり、授精手数料を支払う「人工授精核シス

テム」が考案・導入されている。 
 
活動4-1：モデル地域の農家に対する営農支援及び生活改善に関する状況を実態調査し、必要な要

素を抽出する。 
営農については、農村社会調査、ベースライン調査を実施し、パイロット農家の「慣行」につ

いてのデータ収集が行われた。これにより農家の経営改善のための技術や安全衛生技術の習得の

ためのニーズ発掘を行った（例：牛乳衛生の改善、人畜共通伝染病の予防、堆肥の利用）。 
 
活動4-2：プロジェクト関係機関が営農計画を策定し、啓発活動を実施する。 

営農支援に必要な情報を集め、収益推定モデルを構築した。このモデルは営農計画を行ううえ

で重要な、費用、収益のシミュレーションを行うものであり、モデルを使用することによって、

営農活動の重要性が理解でき、農家の技術改善のモチベーションを高めることができた。 
 
活動4-3：プロジェクト関係機関を活用し、モデル地域の農家の営農支援状況に関するモニタリン

グを実施する。 
営農活動に係るモニタリングは、サンプリングされた農家を対象に指導前後にてデータ収集を

行い、改善状況を把握した。 
 
活動4-4：プロジェクト関係機関が生活改善計画を策定し、啓発活動を実施する。 

生活改善に関する調査が行われ、プロジェクトとして、畜産関連指導に支障にならない課題、

一方で相乗効果が期待される生活改善計画が策定された（例：人畜共通伝染病予防の啓発、吸血

コウモリの捕獲、牛乳衛生の改善、牛糞の堆肥としての利用等）。また、パイロット農家とモニタ

ー農家で乳房炎予防、搾乳指導を行い、牛乳衛生の改善の成果が得られている。また牛糞の堆肥

利用によるトウモロコシ栽培も成果が得られている。 
 
活動4-5：プロジェクト関係機関を活用し、モデル地域の農家の生活改善状況に関するモニタリン

グを実施する。 
生活改善状況に関するインタビューやモニタリングが実施された。これらには、搾乳環境の改

善手段の導入状況やその成果、牛乳衛生の改善状況などが含まれる。また、2回搾乳を導入してい
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る農家へは、その成果や放牧技術のフォローアップなどを実施している。 
 
４－２ プロジェクト運営プロセス 

プロジェクトは、合同調整委員会の指導の下、プロジェクト運営委員会（MAGFOR、UNA、IDR、

CONAGANで構成）が実際の案件実施を担当している。 
日本人専門家は、主にMAGFORをC/Pとして国レベルの人工授精技術の向上、UNAをC/P機関と

して受精卵移植事業を行っている。両方の機関はプロジェクトに対し人員と機材などにおいて貢

献し、農家のための適正技術の検証と実践、普及に役立てられている。一方、農村レベルでは、

地域の市役所や牧畜組合の現場畜産技術者が、モデル地域での情報収集のためのモニタリングや

その適正技術の普及を担当している。この実施を支援するため、プロジェクトは現場技術者に技

術、普及の研修を行い、技術者の能力形成を図っている。また一般農民、労働者向けの生産向上

のための研修も実施し普及を進めている。 
 
４－３ 前提条件と外部条件 

４－３－１ 前提条件 
・ UNAとMAGFOR家畜繁殖センター（CSGP）がプロジェクトで相互協力する。 

プロジェクト開始当初は協力関係が弱かったが、プロジェクトでの活動を通じて情報共

有を行い、現在は連携したプロジェクト実施が行われている。 
 

・ 牧畜組合の協力が得られる。 
牧畜組合の技術者は生産者との連絡調整、モニター農家での定期的データ収集と指導等

を実施しており、プロジェクト実施に係る協力が得られている。また、市役所が組合との

協力の下、現場技術者を配置して活動を展開している市もある。 
 

・ プロジェクト活動に十分な予算が充てられる。 
MAGFOR、UNAとも資金を最大限拠出しており、プロジェクト実施には課題は指摘され

ない。 
 

４－３－２ 外部条件 
・ C/Pがプロジェクトにとどまる。 

営農のC/Pが退職し、新しいC/Pに交代するなどのメンバーの変更があったが、プロジェ

クト実施には問題はなかったとの判断がされている。 
 

・ 大きな自然災害（地震、干ばつ、台風等が生じない） 
2007年はハリケーン等による災害が発生したが、プロジェクトに影響を与えていない。 

 
・ ニカラグアで深刻な家畜の疾病が流行しない。 

2006年コスタリカから輸入したウシからレプトスピラ病が発症した（1症例のみ）。しか

しその被害は軽度であった。 
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・ 生体、牛肉、原料乳の価格が大幅に下落しない。 
2006年に生体価格は高騰したが、プロジェクトの実施そのものへの影響は軽微であった。 
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第５章 上位目標、プロジェクト目標達成の見通し 
 
５－１ 上位目標 

対象地域の中小規模農家のウシの生産技術が向上し、営農が改善される 
指標1：対象地域のモニター農家の30％以上の農家の乾期における1頭当たりの平均乳量が30％以

上増加する。 
＜見通し＞ 

モデル地域における平均乳量の増加については、プロジェクト目標の評価に示すとおりである。

対象地域全体では実績データが現時点ではないものの、モデル地域に準じた取り組みを強化する

ことによって改善が可能であると考える。 
 
指標2：対象地域のモニター農家の30％以上の農家で年間出産率が最低でも60％に到達する。 
＜見通し＞ 

モデル地域における出産率実績はプロジェクト目標の評価に示すとおりである。対象地域全体

では実績データが現時点ではないものの、モデル地域に準じた取り組みを強化することによって

改善が可能であると考える。 
 
指標3：対象地域のモニター農家の30％以上の農家の生後7カ月令のウシの平均日増体重が30％以

上増加する。 
＜見通し＞ 

モデル地域における平均日増体重はプロジェクト目標の評価に示すとおりである。対象地域全

体では実績データが現時点ではないものの、モデル地域に準じた取り組みを強化することによっ

て改善が可能であると考える。 
 
指標4：対象地域の最低30％のモニター農家がグレードAの牛乳を生産する。 
＜見通し＞ 

モデル地域におけるグレードＡ牛乳の生産はプロジェクト目標の評価に示すとおりである。対

象地域全体では実績データが現時点ではないものの、モデル地域に準じた取り組みを強化するこ

とによって改善が可能であると考える。 
 
５－２ プロジェクト目標 

モデル地域の中小規模農家のウシの生産技術が向上し、営農が改善される。 
指標1：モデル地域のモニター農家の50％以上の農家の乾期における1頭当たりの平均乳量が30％

以上増加する。 
＜見通し＞ 

5戸のモニター農家における平均乳量増加率の実績は、おのおの＋54％、＋39％、－5％、－16％、

－49％であった。平均乳量が増加した農家は40％であり、目標指標である50％は厳密には達成さ

れていない。 
この乳量が減少している農家においては、ウシの数が増えたことにより1頭当たりの餌の量が減

少し、乳量の減少につながったものと考えられる。この改善方法については既にプロジェクトで
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技術提供済みであり、今後はその実施に向けた取り組みを継続することが予定されている。なお、

1頭当たりではなくトータルの乳量では2006年から2009年にかけて増加していることが確認され

ている。したがって、実質的には目標指標を満足していると判断される。 
 
指標2：モデル地域のモニター農家の50％以上の農家の年間出産率が最低でも60％に到達する。 
＜見通し＞ 

目標指標は達成されている。 
12戸のモニター農家におけるデータにおいて8戸は60％以上の出産率であり、対象地域のモニタ

ー農家の約66％が目標を達成している。 
 
指標3：モデル地域のモニター農家の50％以上の農家の生後7カ月令のウシの平均日増体重が30％

以上増加する。 
＜見通し＞ 

5戸のモニター農家における平均日体重増加率は、おのおの＋20％、＋19％、－17％、－44％、

－68％であり、目標指標は達成されていない。 
マイナスの結果が出たケースは研修で指導していたにもかかわらず、補助飼料の確保が不十分

であったこと、子ウシへの授乳が十分確保されていなかったことなどが要因であり、改善を提言

するとともに、更に研修の強化を進めている。 
 
指標4：モデル地域の最低50％のモニター農家及びパイロット農家においてグレードAの牛乳を生

産する。 
＜見通し＞ 

モデル地域におけるグレードA牛乳の割合の実績は約41％で目標指標に若干満たない状況であ

る。しかしながら、組合員グループにおけるグレードAは約67％と極めて高い結果が得られた。こ

れはプロジェクトにおける技術指導が効果的であったほか、組合では販売先のニーズに応えるた

め、衛生指導と啓発活動を実施し、グレードによって価格を設定するなど改善のモチベーション

を高めているためであると考えられる。 
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第６章 データ分析結果 
 
６－１ 質問票調査結果 

表－１ 質問票による調査結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：終了時評価調査団（2009） 

 
技術レベルの向上や技術指導の有効性については、回答者のうち90％超が非常に有効性が高か

ったと評価しており、逆に効果がなかったと判断する回答者はほとんどいなかった。生産活動へ

の直接的効果についても97％程度の回答者が、非常に有効である、あるいは多分有効であると判

断した。 
収入などの経済状況、雇用状況については、70％以上の回答者が改善された、あるいは多分改

善されたと判断しているが、一方改善されていない、あるいはあまり改善されていないと答えた

回答者は25％程度あった。したがって、個別の事情があると推定される。そこで農家・生産者と

市役所・組合関係者の2つに大別して比較すると、農家・生産者の評価は高い一方、市役所・組合

関係者は低い評価をする回答者が目立った。これはプロジェクト実施によって農家・生産者は恩

恵を得ているのに比べ、市役所・組合関係者は直接の稗益を受けていない場合があるのではない

かと推測される。 
女性の研修機会拡大と女性の畜産技術向上については、女性の回答者はほとんど全員高い評価

を行ったのに比べ、男性は高い評価をする者と低い評価をする者に分かれた回答結果となった。

しかしながら、おおむねプロジェクトは女性に研修機会の拡大をもたらし、技術的向上が可能と

なったと考えられる。 
 

地域名

調査対象者区分 農家 技術者 合計

（パイロット、モニター、一般） （技術者、組合関係者、その他）

サンプル数 100 19 119

うち男性数 82 18 10 0

うち女性数 18 1 19

はい 多分 あまり いいえ 合計 はい 多分 あまり いいえ 合計 はい 多分 あまり いいえ 合計

２－１ プロジェクトによって、生産活動に直接的な効果はありましたか。 79 10 2 0 91 15 1 0 0 16 94 11 2 0 107
（具体的な例と数字があったら示してください） 86.8% 11.0% 2.2% 0.0% 85.0% 93.8% 6.3% 0.0% 0.0% 100.0% 87.9% 10.3% 1.9% 0.0% 100.0%

２－２
プロジェクトからの技術指導は、あなたの生産活動、状況にあったソ
リューションを提供しましたか。

87 8 0 0 95 15 0 0 1 16 102 8 0 1 111

91.6% 8.4% 0.0% 0.0% 100.0% 93.8% 0.0% 0.0% 6.3% 100.0% 91.9% 7.2% 0.0% 0.9% 100.0%

２－３
プロジェクト期間を通じて、あなたの畜産技術レベル・知識は向上しま
したか。

83 7 2 0 92 15 1 0 0 16 98 8 2 0 108

90.2% 7.6% 2.2% 0.0% 100.0% 93.8% 6.3% 0.0% 0.0% 100.0% 90.7% 7.4% 1.9% 0.0% 100.0%

２－４ 農民の収入など経済状況、雇用状況は改善されましたか。 57 14 11 9 91 7 1 4 2 14 64 15 15 11 105
62.6% 15.4% 12.1% 9.9% 100.0% 50.0% 7.1% 28.6% 14.3% 100.0% 61.0% 14.3% 14.3% 10.5% 100.0%

２－５ 女性による技術習得の機会が増えたと思いますか。 68 8 12 9 97 10 2 2 2 16 78 10 14 11 113

70.1% 8.2% 12.4% 9.3% 100.0% 62.5% 12.5% 12.5% 12.5% 100.0% 69.0% 8.8% 12.4% 9.7% 100.0%

２－６ 女性の畜産技術は向上したと思いますか。 62 10 13 12 97 10 3 1 1 15 72 13 14 13 112

63.9% 10.3% 13.4% 12.4% 100.0% 66.7% 20.0% 6.7% 6.7% 100.0% 64.3% 11.6% 12.5% 11.6% 100.0%

回答数

すべての地域合計

質問事項
回答数 回答数
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６－２ 質問票調査結果評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：終了時評価調査団（2009） 

図－１ 質問票による調査結果＜プロジェクト成果に係る評価ポイント＞ 

 
回答を農家・生産者と市役所・組合の技術者に大別し、比較を行った。プロジェクトは、生産

活動への効果、技術指導の有効性、技術レベルの向上については、農家・生産者と市役所・組合

の技術者の区別なく極めて高い評価が得られた。 
一方、経済状況・雇用状況の向上の点においては、農家・生産者は高い評価を行っているのに

比べ、市役所・組合の技術者の満足度は必ずしも一様に高くはない。しかしながら、女性の研修

機会配慮、女性の技術向上についての評価が高いことは既に述べたとおりである。 
また、技術普及への貢献、今後の課題、プロジェクトへの要望事項についての回答結果からも

興味深い結果が導き出されている。技術の取得という点においては、先に述べたように既に極め

て高い評価・成果が得られていると考えられる。しかしながら、今後の課題として多くの意見が

挙げられているのが調査結果からわかる。具体的には農民からは、次のような意見が寄せられて

いる。 
・取得した事項を実行することが重要。 
・更に技術レベルを上げる必要。 
・プロジェクト期間を延長してほしい。 
・資材購入などのための資金援助が必要。長期融資など。 
・学んだことを仲間に伝えることが重要。 
また、市役所、組合の技術者からは次のような意見が出されている。 
・人材、資金不足。 
・継続的な研修が重要。 
・農家が日常的に技術の実践を行うことが必要。 

50.0 
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生産活動への効果

技術指導の有効性

技術レベル向上
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女性の技術向上

合計 農家 技術者
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・技術員に対する経済的インセンティブが必要。 
・プロジェクトの時間を増やすことが必要。 

 
また、今後の技術普及、牧畜産業育成のためにどのように貢献できるか、という設問について

は、農家からは「学んだことを友人に教える、もっと学んでみんなの成長のために貢献したい」

など前向きな回答が目立った。技術者からは「更にわかりやすく技術を普及させる、農家への技

術フォローアップを行う」などの普及に向けた意思が感じられた。 
今後の活動に係る要望事項としては、農家からは具体的な技術、資材・機材、組織化などの要

望が多くみられた。一方、技術者からはプロジェクトの継続、更なる実践的な研修の拡大、技術

者向けの技術向上の研修などの意見が出されている。 
これらの意見を総括すると、今後も継続的に普及活動を推進することによって生産性の向上を

図りたいという、農家及び技術者の強い意思、希望が大半を占めるのがわかる。また、それを実

現させるためには、技術研修、資金、組織などの強化を継続的に図ることが重要であると関係者

は認識している、と判断できる。 
以下に質問票回答結果のサンプルを示す。 
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第７章 終了時評価結果 
 
７－１ 5項目評価 

７－１－１ 妥当性 
妥当性は高いと判断される。 

 
（1）ニカラグア国家政策との整合性 

オルテガ大統領率いるニカラグア政府が発表している「国家人間開発・食料安全計画

（案）」における1つの重要課題として、貧困を削減するための富の創出に力点が置かれて

いる。特に、農牧・森林開発戦略のセクター包括プログラムの1つとして、農牧森林システ

ムを掲げている。このなかで農産物生産については、①貧困脱出・自給のための生産、②

国内消費のための生産、③輸出用の生産、の3つのカテゴリーで奨励されている。ニカラグ

アの農家にとって牧畜業（特に酪農）は日々の収入を得る重要な活動であり、本プロジェ

クトが農家の生計に与える影響も大きいことが示唆される。また、国内の牛乳の約7割は中

小農家が生産していることから、本プロジェクトは国内消費に与える影響も大きい。した

がって、プロジェクト目標は畜産セクターのニーズと合致する。 
また現在、包括的村落開発セクタープログラムが策定されており、このなかでは、①農

産物増産、②産物への付加価値増大、③持続性ある資源管理、④能力開発、⑤農民の組織

化、などがポイントとなっている。したがって、畜産セクターに係るニーズ把握は適切で

あると考えられる。 
 

（2）日本の対ニカラグア援助政策との整合性 
ニカラグア国別援助計画（2002年）においては、開発上の重要課題の1つとして農牧業の

推進が掲げられている。このなかでは、農牧業の①インフラの整備、②技術レベルの向上、

③土地所有権問題の解決、④農民の組織化などの課題について解決策を提供する必要性が

指摘されている。したがって、日本の対ニカラグアODA政策との整合性は高い。 
また、JICA国別事業実施計画（2007年）では、主要4分野のうちの1つとして、農業・農

村開発が掲げられている。これについて、主要産業である農牧業分野の活性化による貧困

削減をめざし、農業基盤整備、農民組織の育成により生産活動を支援するとともに、地域

経済構造を踏まえた比較優位産業の特定・育成を図る、としている。したがって、JICA国

別事業計画との整合性は高い。 
 

（3）手段としての適切性 
技術力の向上と組織力の強化をめざす本プロジェクトの手段は、ニカラグアの農牧業に

おける大きな開発課題である生産性と生産技術の向上に直接貢献することから、手段とし

ての適切性があると考えられる。 
 

７－１－２ 有効性 
有効性は高いと判断される。 

 



 

－20－ 

「モデル対象地域の現場技術者が農家向け適正技術を習得する」ことによって、現場技

術者により「農家向け適正技術がモデル地域の農家に普及される」一方、国レベルでは「農

家の利益のための人工授精と受精卵移植技術が国レベルの研究機関で強化される」という3
つの成果を用いながら、「プロジェクト関係機関の農家に対する営農支援と生活改善状況が

向上する」ことによってプロジェクト目標を達成するという論理が成り立っており、総合

的にプロジェクト目標が達成されることから、有効性は高いと判断される。 
 

成果１：モデル対象地域の現場技術者が農家向け適正技術を習得する。 
モデル地域のモニター中小規模農家の乾期における1頭当たりの乳量増加については、達

成間近であることに加え、今後の課題や改善策についても明らかになっている。したがっ

て活動の有効性は高い。 
出生率については実質的な改善がなされており、プロジェクトでの取り組みは成果を上

げている。農家のウシの体重増加率についてもプロジェクトでの指導どおりに取り組んだ

農家では十分な成果を上げているため、プロジェクトによる技術供与は非常に有効であっ

た。 
質問票での回答でも技術レベル向上の評価が高かったことからも、現場技術者が農家向

け適正技術を有効に習得したことが確認できる。 
 

成果２：農家向け適正技術がモデル地域の農家に普及される。 
中小規模農家及び農業労働者の技術習得方法の実態調査を基本として、現場畜産技術者

から中小規模農家及び農業労働者へ農家向け適正技術を含む各種研修が企画・実行された。 
研修は各回とも多数の参加者を得るとともに、参加者・対象者も技術者、一般農民から

労働者に至るまで広い範囲をカバーしている。これら研修は、実績評価でもみたように、

極めて効果的、直接的な成果を上げている。さらに、研修は対象者ごとの能力・ニーズに

沿った内容で進められており、現場畜産技術者、中小規模農家のレベルに適した技術を提

供していると考えられる。したがって、適正な技術がモデル地域の農家に有効に普及され

たと判断できる。 
 
成果３：農家の利益のための人工授精と受精卵移植技術が国レベルの研究機関で強化され

る。 
プロジェクトでの取り組みを通じて、良質な凍結精液の生産など、国レベルの研究機関

の応用技術は向上した。実際の人工授精への応用についても成果が上がっている。また、

受精卵移植についてもカウンターパート（C/P）への技術移転が完了し、適用段階に入って

おり、継続的に技術を適用する環境が既に整った。 
したがって、人工授精と受精卵移植技術が国レベルの研究機関では有効に強化されたと

判断される。今後はこれら技術適用の範囲を広げ、更に成果を上げることが期待される。 
 

成果４：プロジェクト関係機関の農家に対する営農支援と生活改善状況が向上する。 
対象地域の営農及び生活状況に関する実態調査を基に、営農及び生活改善に必要な要素

を抽出するとともに、現場のニーズに合った研修・指導内容を企画した。この実施につい
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ても、プロジェクトで構築した市役所や牧畜組合の現場技術者のネットワークを有効に利

用し、直接的に農家への指導を展開していった。これら営農及び生活改善についての啓発

活動は、モデル地域の指導対象農家で衛生的な搾乳のために適正に施設が改善されるなど、

既に一定以上の成果を上げている。したがってプロジェクトは、営農支援と生活改善につ

いて有効なソリューションを提供したと考えられる。 
 

７－１－３ 効率性 
効率性は比較的高いと判断される。 

 
（1）専門家 

日本人長期専門家はチーフアドバイザー、営農改善、衛生管理、業務調整、飼養管理/普
及、繁殖技術の7分野が派遣されており、プロジェクトの内容に対して効率的な投入がされ

ている。また、日本人短期専門家と第三国専門家がこれを補完する形で派遣されており、

有効なプロジェクト実施がされている。 
 

（2）供与機材 
主要供給機材は事務用品、OA機器、実体顕微鏡、精液採取用器具等である。機材の調達、

維持管理に特に問題は指摘されていない。受精卵移植に関する機材の多くは過去に供与さ

れている。 
 

（3）カウンターパート（C/P） 
C/Pの配置は飼料作物、人工授精、家畜衛生及び繁殖、営農、飼養管理、受精卵移植にお

いてMAGFOR（農牧林業省）とUNA（国立農科大学）から適切に配置されている。隔週に

一度、専門家とC/Pの定例会議を定期的に行い、プロジェクト実施の調整を行っており、効

率的なプロジェクト実施に役立っている。また、C/Pからのプロジェクト予算執行は、2005
～2009年までの期間で合計約1億円（約1,800万コルドバ）を超えており、ニカラグア側の貢

献も大きい。 
 

（4）施設 
MAGFORから、家畜繁殖センター（CSGP）内及びMAGFOR地域事務所内それぞれにプ

ロジェクト事務所が提供され、プロジェクト実施のベース・オフィスとなっている。UNA
では本プロジェクトの繁殖分野事務室と受精卵移植用研究室、そして研修参加者のための

宿泊施設と研修棟が提供された。 
 

（5）効率性を阻害した要因 
過去においては現場との距離の関係から普及活動に課題があった時期もあったが、現在

ではフィガルパにオフィスがあり、現地での活動が効果的に行われている。現場技術者の

退職・変更などもあったがプロジェクト実施への影響は軽微であった。現時点では特に効

率性を阻害する大きな要因は指摘されていない。 
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７－１－４ インパクト 
インパクトは、技術、社会、経済面等多面的に発現されつつあり、比較的大きいと判断され

る。 
 

（1）上位目標達成の見込み 
現時点までのプロジェクト実施を通じて、対象地域への展開を実施していくための基盤

は整備されたと考えられる。これは、技術研修を実施するためのマニュアル整備が終了し

ていること、牧畜組合などの組織がある程度整備されていること、適正技術が実証され実

際に適用する見通しができていること、農民の関心・モチベーションの高まりが確認でき

ていることなどがその要因である。 
また、ニカラグア政府では当初からプロジェクトの継続性を勘案して研修設備等の整備

を実施しており、今後の展開を踏まえて組織整備を進めている。 
一方で、更に活動を展開していくための実施計画の策定を行い、リソースの確認・確保、

関係機関との調整を行うことが望まれる。 
 

（2）技術面でのインパクト 
MAGFOR、UNA、市役所、牧畜組合などにおける、農牧技術の向上のインパクトが期待

できる。臨床繁殖技術や受精卵移植技術がUNAに導入されたことにより、UNAの研究・教

育レベルが向上し、また他ドナーによる人工授精プロジェクトなども可能になってきたな

ど、技術的なインパクトは極めて大きいと判断される。 
また、スウェーデンなどによる農牧分野のプロジェクトやNGOの技術者は繁殖、飼養管

理及び吸血コウモリの捕獲に関する技術に興味を示し、本プロジェクトの研修も受講して

おり、連携を深めることが想定される。さらに、質問票、インタビュー調査を通じて、ほ

とんどすべてのC/Pは、知識や技術の向上が認められたと認識しており、技術的インパクト

は極めて大きいと判断できる。 
 

（3）戦略面でのインパクト 
技術普及を行うにあたり、牧畜組合だけでなく市役所の技術者も技術者研修や農民研修

の取り組みにも参加するなど、一般農民へのサービス提供形態の多様化を実現することが

できた。その他、労働者向けの研修を個別に実施するなどきめ細かい対応を行っている。 
さらに、家畜衛生の指導と吸血コウモリの捕獲においては、MAGFORの家畜衛生第5区と

連携した活動を行っている。 
また、現在、UNAは農牧技術研究・普及を担うニカラグア農牧技術庁（Instituto Nicaragüense 

de Tecnología Agropecuaria：INTA）と生産者に技術支援を行う農業普及戦略の展開を協議し

ている。これは卒業生やインターンに現場における実務経験を積む機会を提供できるだけ

でなく、農家への技術普及も可能となるシステムである。 
これらの取り組みは、今後の普及活動推進にとって極めて有効な手段であると考えられ

る。本プロジェクトを通じて得られた知見がこれらの活動への展開に与える戦略的インパ

クトは大きいといえる。 
また、ニカラグア政府は今後、「食糧生産プログラム（アンブレ・ゼロ）」を更に強化す
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る予定であるが、本プロジェクトの技術移転・普及の取り組みは同プログラム推進に対し

て有効な事業実施モデルの1つを提示することができた。したがって今後、類似の取り組み

についても効果が期待できる。 
 

（4）社会・経済面でのインパクト 
質問票調査の結果からは、プロジェクト実施による経済的インパクトは一定のレベルが

確認できる。これは、生産効率向上は極めて高い評価がされているものの、経済・雇用へ

の影響という点ではマクロ経済状況や家畜（ウシ）の販売価格の低迷の影響もあり、一定

の評価になっていると考えられる。 
しかしながら女性の研修機会拡大、技術向上については、質問票の女性回答者が100点近

い評価をしており、プロジェクト実施を通じて女性に対する技術提供、機会拡大は非常に

高い評価が得られている。したがって、社会・経済面でのインパクトは大きいと考えられ

る。 
また、吸血コウモリは住民や家畜に大きなストレスや経済的損失をもたらすため、吸血

コウモリ捕獲の活動については農民社会からも高い評価を得ている。 
したがって、社会・経済面でのインパクトは大きいと考えられる。 

 
７－１－５ 持続性 
（1）組織的持続性 

本プロジェクトの実施機関はMAGFOR、UNA、IDR、CONAGANからなり、通常業務に

おける各機関の役割・責任は異なるものの、プロジェクト実施を通じて農牧セクターの開

発に関して連携を深めることができた。特に、C/Pのモチベーションは非常に高く、今後の

継続的な取り組みについても高い関心と熱意をもっている。既にMAGFORやUNAでは他地

域への展開を視野に入れており、その組織的ベースは確保されている。 
また、現場レベルにおいても市役所、牧畜組合、関連機関の組織的対応は、モニタリン

グ、研修活動を通じて強化され、技術者も配置されている。今後はこれらの組織を通じて

更に普及を行っていくことが可能であると考えられる。したがって、組織的対応を行うた

めの準備は整備されており、持続性は高いと判断される。 
加えて、普及を加速させるための現場技術者へのインセンティブを付与したり、農民の

モチベーションを高めるための有効な施策を検討・実施したりすることにより更に持続性

は強化されると考えられる。 
 

（2）技術的持続性 
プロジェクトを通じてC/Pの技術力は飛躍的に向上したと判断される。また、それら技術

は現地で実証され、実際に適用されているものが多い。UNAでは臨床繁殖技術や受精卵移

植技術が導入されたことにより、研究・教育レベルが向上し、また他ドナーによる人工授

精プロジェクトなども可能になってきたなど、技術的な持続性は極めて大きいと判断され

る。 
また、活動を展開するために必要な技術マニュアル類は既に整備されており、MAGFOR、

牧畜組合、市役所などの技術者もおのおのの専門分野における現地で応用可能な適正技術
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を習得している。更にモニタリングや追加的技術指導のための知見を習得し経験も積むこ

とができた。したがって、技術的持続性は高いと考えられる。 
 

（3）財政的持続性 
今後継続的な取り組みを行うための実施計画はまだ策定されていないため、現時点では

必要となる財務資源の積上げはなされていない。プロジェクト実施を通じて、ある程度の

車やオートバイなど資材・機材は供与され人的資源も開発されており、今後はこれらの資

産を活用することが可能である。しかしながら、今後更に活動を広げていくためには、追

加的な財務資源が必要であることはいうまでもない。今後、この財務リソース詳細につい

ての検討を深め確保することにより、財務的持続性を担保することが必要である。 
 
７－２ プロジェクトによる効果を促進（阻害）する要因 

７－２－１ 促進要因 
（1）人材の柔軟な配置 

プロジェクト実施に係る長期派遣専門家投入は、3年次までに5名、その後の2年は4名で

あり、短期派遣専門家はその都度必要に応じて派遣されており、柔軟な対応がされた。 
 

（2）対象機関の選定 
組織能力の高い組合を対象機関としたことで、現場レベルでの活動の促進につながった。 

 
７－２－２ 阻害要因 
（1）プロジェクト開始時における案件立ち上げ 

プロジェクト開始から実際の研修普及活動開始までに約1年半要したことによって、その

後のプロジェクト・スケジュール、特に普及活動が影響を受けた。これについては、関連

機関間の連携による普及体制の確立について、中間評価における提言に基づき関連機関が

適切な活動を行ったことにより、現場レベルへの普及体制の確立が促進された。 
 
７－３ 結論 

合同評価委員会は次に示す結論を得た。 
（1）個々の指標レベルでは一部達成されていないものもあるが、協力期間終了までにはプロ

ジェクト目標の指標は達成が可能だと思われる。 
（2）中央レベル及び地方レベルにおける普及基盤の確立と普及体制の強化が認められた。 
（3）各関係機関により、プロジェクト活動が持続的に行われることで、上位目標、プロジェ

クト目標の達成は可能だと考えられる。 
上記結果に基づき、技術協力期間での成果は達成されたと判断し、技術協力は2010年5月に予定

どおり終了することとする。 
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第８章 提言と教訓 
 
８－１ 提言 

（1）技術協力期間終了までに実施すべき事項（ニカラグア実施機関が、JICA専門家の助言・指

導の下、とるべき対応） 
1）プロジェクトの活動、普及プロセス、それらのグッドプラクティス・成功事例を取りま

とめ、関係機関との共有を図る。 
2）プロジェクトの経験を共有するためのセミナー・シンポジウム・ワークショップ等を開

催する。 
3）中央レベルの技術者（UNA、MAGFOR）と地方レベルの現場畜産技術者（市役所、牧畜

組合）との連携・調整能力の向上を図るため、インターフェースとなるMAGFORの県事務

所の機能強化を図る。 
4）他の地域へ普及させることを目的として、MAGFOR、UNA、CONAGAN、IDRによる現

場畜産技術者への研修を実施する。 
5）プロジェクトで確立された効果的な適正技術や適用事例などを取りまとめマニュアルを

充実させることにより、プロジェクト活動の更なる展開のための基盤強化を図る。 
6）現場技術者の作業ツールとして適切な技術のガイド・マニュアル・フリップチャート・

ポスター・家畜管理カレンダーを充実させ、増刷する。 
7）調査団のアンケートでは経済的向上が農家レベルで80％程度であったが、技術導入によ

る農家の経済的効果について、より詳細な分析をする必要がある。 
8）モデル地域、特にチョンタレス県（クアパ市）とボアコ県（ボアコ市・カモアパ市）で

プロジェクトチームが協力し普及及び研修の活動を強化する。 
 
（2）技術協力期間終了後のプロジェクト展開（ニカラグア実施機関がとるべき対応） 

1）MAGFOR、UNA、CONAGAN、IDRによる現場畜産技術者への研修を継続・拡大する。 
2）市役所と組合の技術普及ユニットの強化と組織化を図る。 
3）ニカラグアの中小規模牧畜生産者のためのモデルの適用を定め、実証するための調査プ

ロセスを続ける。 
4）中小規模の非組合員に対する技術サービスを強化し、非組合員の技術レベルの向上を図

る。 
5）技術レベルの向上した農家が組合からの更なる技術サービスを受けられるよう、非組合

員の組合への参加・組合の設立の促進を図る。 
 
８－２ 教訓 

（1）農家に導入された技術は安価なものも多く、実践しやすいものであった。もし、施設改善

を伴うようなコストの高い技術を導入する場合は、他の資金リソースの可能性も考慮する必

要がある。 
（2）パイロット農家の設定は、プロジェクト活動を通じて農家の現状・意欲を把握したうえで

行うことが望ましい。プロジェクト開始時にモニター農家を設定し、それらの活動を通じて

モニター農家からパイロット農家を選定するのが良いと思われる。 
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（3）対象機関に組織力の高い既存の組合や市役所を選定することで、活動展開の促進につなが

った。 
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第９章 終了時評価調査に関する調査団所感 
 
９－１ プロジェクト活動の現状 

プロジェクト活動は、凍結精液製造技術及び受精卵移植技術の技術移転、生産性向上普及活動

としては、普及システムの構築、飼養管理、草地・飼料作物、家畜繁殖、家畜衛生、家畜人工授

精、営農及び生活改善の活動であり、現地技術者及び農家のアンケート調査結果では、いずれの

分野も高い評価を得ている。各分野における活動状況等は以下のとおり。 
 
（1）凍結精液製造技術 

農牧林業省家畜繁殖センター（MAGFOR-CSGP）での、良質な人工授精用凍結精液製造技

術の指導であり、ストローへの封入精子数の算定技術、衛生的に保証された凍結精液製造及

び雄牛の検疫体制に関する技術移転はプロジェクト前半で終了している。 
同センターの運営は、農牧林業省が民間に外部委託をしており、当初民間のSeminole社に委

託された後、現在はベネズエラとニカラグアの合弁企業Albanisa社により運営されている。 
 
（2）受精卵移植技術 

受精卵移植技術は国立農科大学動物科学学部から配置されたC/Pへの技術移転はプロジェ

クト前半で終了し、一連のプロセスはC/Pのみで実施できるようになっている。 
技術移転後の採卵及び移植の実施頭数が少なく、受精卵移植技術を維持・伝承するために

は必要頭数を確保して、一層の習熟を図る必要がある。 
同大学における受精卵移植技術の活用については、受精卵移植技術の実証展示、学生への

教育利用、在来種であるReina種を飼養している他国との受精卵交流による改良・増殖と遺伝

子の保存などを行うことにしており、当分の間はフィールドにおける活用はないと思われる。 
 
（3）生産性向上の普及活動 

1）普及システムの構築 
プロジェクトでは、パイロット農家（2農家：低生産性の要因となっている課題を解決す

るため、対象地域に適した農家向け技術を検討、実証し、現場畜産技術者に習得させるこ

とを目的とする）、モニター農家（31農家：農家がどのように技術を習得しているか、技術

習得における課題を知り、普及方法及び技術指導方法へのフィードバックを図ることを目

的とする）を設け、これらから得た経験、知見を基に対象地域の農家に対する研修や市や

組合の技術員による技術指導などの普及活動を行う計画となっている。農民を直接対象と

した研修は2007年8月から2市5地区の農民グループを対象として開始され、2009年までの農

民研修対象は6市29農民グループに達し、2年間に急速に拡大してきている。農民や技術者

を対象に終了時評価調査において実施したアンケート調査でも、農民研修や技術指導の継

続拡大の要望が多くみられている。プロジェクトで実施したパイロット農家、モニター農

家、農家への技術研修・普及という一連の仕組みは有効に働き、持続的な拡大の可能性も

大きいと思われる。 
プロジェクトの対象地域における現場の技術普及活動は、組合及び市の普及技術者によ

り担われている。プロジェクトを通じて、これら普及技術者に対する研修や普及活動に対
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する助言が行われている。特に、クアパ市の組合が実施している組合員に対するアンケー

ト調査を活用した農家に対する技術改善指導の活動は、他の組合にもインパクトを与え、

同様の活動を導入しようとする動きが生じている。一方で、組合の組織率は10～20％とま

だ低く、組合員農家は経営規模や経営状態の比較的よい中堅以上の農家が多い。非組合員

の小規模零細農家との間には技術的にも格差が存在するようである。これについては、市

や組合の普及技術者が非組合員に対しても技術サービスを提供し生産性や経営改善を促す

ことにより、組合への出荷や組合加入を促進する動きや、農民グループが新たに組合を設

立する例がみられていることは高く評価できる。 
人工授精の普及には、従来から毎日の道端巡回方式やサブセンター方式が組合により行

われてきている。プロジェクトでは、これらの方式の改善のための助言指導を行うととも

に、前述の人工授精核システム計画（ヌクレオシステム）を提案し検証してきている。こ

のシステムは現在7カ所で試みられるまでになっており、農民参加の農民自身による自立的

な人工授精普及システムとして、今後の発展が期待される。 
プロジェクトの重要な実施機関の1つであるUNAは、プロジェクトを通じて得た経験や方

法、成果を継続的に活用するために、国の試験研究普及機関であるINTAと連携し、UNAの

学生を地方の現場に派遣し普及や調査活動に従事させる計画を進めている。これまでのプ

ロジェクト活動への参加が教官レベルにとどまっていたのを、学生教育レベルにまで広げ

て利用するねらいもある。この計画はUNAを通じて新たにINTAが加わることにより、プロ

ジェクトにより形成された技術的な成果、経験や普及メカニズムの組織的な発展拡大の可

能性を有するものとして歓迎される。 
 

2）飼養管理 
耳標装着、体重測定、乳量測定、分娩月日の記録等の基礎データの収集調査に基づき、

搾乳と子ウシ哺乳方法、搾乳・分娩衛生、搾乳施設、放牧方法、栄養状態の改善を図るた

めの技術指導が行われていた。 
これらのうち、乾期における補助飼料の給与による栄養改善、分娩時の衛生管理、初乳

給与の増量、ミネラル補給等については、農家への導入割合は高かった反面、非組合員農

家での乳房炎検査、搾乳時の衛生管理（乳頭清拭、牛乳フィルター使用）、搾乳施設の改善

（屋根設置及び床改善）への取り組みが低かった。低かった要因としては、非組合員の多

くは乳質に関係なく牛乳を引き取ってくれる仲買者に販売しているため、牛乳の衛生改善

に対するニーズが低いこと、施設改善に必要な投入資金の確保ができないことなどである。

このことから、コストの高い技術を導入する場合には、資金面での支援を加味して行う必

要がある。 
対象地域における飼養形態は周年放牧により実施されており、乾期は飼料が不足するた

め、トラスマンシアと呼ばれる山間奥地への移動放牧が行われている。 
技術指導により繁殖率が改善した一部の農家では、無理な増頭をする傾向にあり、乾期

の飼料不足による栄養状態の悪化、泌乳量の低下、子ウシの増体重への影響も出てきてお

り、保有面積や粗飼料生産に見合った適正飼養頭数の指導が必要と思われた。 
乾期の飼料不足の対応策として、年間を通して搾乳牛と子ウシは居住区近くの放牧地で、

育成牛や搾乳をしないウシなどは山間奥地で飼養するなど、放牧方法を工夫して、効率的
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な飼養管理方法に取り組む必要がある。 
 

3）草地・飼料作物 
土壌及び飼料分析、牧草生育・収穫量調査、雑草の調査等の基礎データの収集調査に基

づき、適応牧草の導入及び栽培技術、牧草の生産・貯蔵技術、副産物利用の技術指導を行

っていた。 
ニカラグアにおける改良草地は平坦地で土地条件の良い一部の地域のみでみられる程度

で、太平洋及び中央地域での調査によると、牧草とマメ科飼料木の作付面積は約3,000ha程
度にすぎない。対象地域である山間地域は重粘土質土壌の傾斜地であり、草地の改良・造

成は困難な状況にあるものの、牧畜の生産性向上には欠くことのできない重要な課題であ

り、プロジェクトでは、特に乾期における飼料確保対策として、牧草の種子や栄養体繁殖

茎牧草、マメ科飼料木苗の配布を行うなどの活動を行い、改良草種等の普及に取り組んで

いた。 
ニカラグアでは、牧草種子等は外国からの輸入に依存している状況にあり、改良草地を

拡大するためには、自国に適した牧草種子の増産・普及体制の整備が必要と思われた。 
 

4）家畜繁殖及び家畜人工授精 
受胎日数、分娩間隔、人工授精の実態等の基礎データの収集調査に基づき、繁殖カレン

ダーによる繁殖記録の励行、繁殖障害牛の治療、新生子ウシ管理、雄牛及び雌牛繁殖機能

診断の技術指導のほか、農民研修及び人工授精師資格の取得と再教育、人工授精の試験的

実施などの普及活動を行っていた。 
対象地域での人工授精は一部の経営的に余裕のある農家が実施している程度で、中小規

模農家ではもっぱら自然交配による繁殖が行われており、人工授精はほとんど行われてい

なかった。このことから人工授精の普及活動はゼロからの出発ではあったが、特記すべき

活動として、人工授精の普及システムが開発されたことである。このシステムは農民グル

ープが自ら運営管理する持続性のある人工授精核システム計画（ヌクレオシステム）であ

り、農民グループが人工授精師の資格取得や必要機材を自ら負担し、授精サービスを受け

た農民は授精経費、精液代を支払い、その資金を基に新たな精液や人工授精に必要な器具

機材を購入する方法である。1つの農民グループで実施されたヌクレオシステムによる試験

的な取り組みが、トラブルもなく実証されたことから、他農民グループでも導入が進んで

おり、このシステムが円滑に展開されれば、ニカラグアの人工授精の普及に大きなインパ

クトを与え発展することが期待される。 
牧畜の生産性向上を図るうえで重要なことは、ウシの育種改良と飼養管理技術の向上で

あり、どちらかの一方が欠けても生産性を向上させることは難しい。 
ニカラグアにおいては、国や県による家畜改良施策や改良目標がなく、個々の農民の判

断により無計画な交配が行われており、中小規模農家で交配に用いられている種雄ウシは

血統が不明で、能力の保証された個体はほとんどいない。また、乾期においては飼料不足

による泌乳量や体重の減少、繁殖率の低下などの問題を有しており、その生産性は非常に

低い状況にある。 
これらを改善するには、今後人工授精の進展とともに能力等が明らかな種雄牛を利用し



 

－30－ 

て改良を進める必要があり、そのためには生産者の改良（経営）方針を明確にして、計画

的な交配による牛群の整備を進めることと、同時に生産基盤である飼料作物の作付・生産・

貯蔵技術を確立して、特に乾期における飼料不足を改善し、それぞれの牛群に適応した飼

養管理に取り組む必要があると思われた。 
 

5）営農改善 
農業や畜産からの収益により健全な農家経営や生活を行えるようにすることが、営農改

善及び生活改善の趣旨であるとの理解により、プロジェクトでは特に畜産技術普及との関

連性において、次のようなさまざまの試みが行われている。 
プロジェクトで開発作成された農家の収益性推定モデルでは、主要な生産・技術要素を

係数として経営の収益・費用のおよその状態を推定し、更に要素となる各技術のレベルが

向上した場合の収益への反映の程度を知ることができるように設計されている。普及員に

よる農家の経営分析や指導、農家の経営改善や技術導入への意欲の向上のための効果的な

ツールとして活用が可能なものとなっている。この収益性推定モデルは、プロジェクトで

作成された技術マニュアルにも紹介されており農家指導にも使われているが、普及技術者

に対する利用方法の指導を進めることなどにより、なお一層の活用の拡大が期待される。 
パイロット農家やモニター農家での技術の導入及び有効性の検証と経験に基づき、営農

改善のための優先技術が設定されている。このなかでは、農場の粗飼料生産量に見合った

適正な家畜頭数の飼養、乾期飼料の確保に基づく乾期乳量の確保、集約・半集約放牧によ

る高蛋白飼料の利用、飼料作物栽培と草地の改良、十分な飲み水給与や暑熱対策、分娩間

隔の短縮、2回搾乳、牛乳衛生の改善、搾乳環境の改善など、経営改善のために中小規模の

農家がすぐに取り組めるような基本的技術の改善の重要性と有効性が示されている。 
生活改善の分野では、畜産との関連性において人畜共通感染症予防の啓発、狂犬病を媒

介する吸血コウモリ捕獲、家庭で消費される牛乳衛生の改善が取り上げられている。また、

環境汚染の原因ともなっている牛糞の堆肥利用による生活環境の改善が進められている。

特に吸血コウモリの捕獲については、それまで農牧林業省の技術者のみに許された活動で

あったのを、教育訓練を行い許可証を発行することによりプロジェクト対象地域の民間技

術者にも可能とすることが、MAGFOR動物植物検疫総局家畜衛生部との間で合意された。

この結果、MAGFOR家畜衛生第5区の技術者と現場の技術者が連携したコウモリ捕獲活動が

行われて成果を上げている。この現場技術者を通して捕獲するシステムは、農牧林業省、

現地の普及実施機関及び農民から大きな期待が寄せられるにいたっている。 
プロジェクトではこれまでに技術者及び生産者に上記の技術などについての研修を行っ

ている。終了時評価調査での研修参加者に対する質問票調査では120名あまりから回答を得、

生産活動への効果95.6ポイント、技術指導の有効性97.1、技術レベルの向上96.6と、経済状

況の向上79.6、女性の研修機会拡大77.2、女性の技術向上76.3と高い評価が得られている。

プロジェクトによる普及の成果や採用した技術・手法の経営及び生活改善面での有効性と

影響する要因を具体的に示し、今後の持続的な展開と改善に役立てるため、更に詳細な分

析が行われることが期待される。 
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6）生活改善 
人畜伝染病の予防の啓蒙、吸血コウモリの捕獲、牛乳衛生の改善、堆肥の利用について、

指導を行っていた。 
 

（4）プロジェクト実施体制 
本プロジェクトは、MAGFOR、UNA、IDR、CONAGANから構成するプロジェクト運営委

員会が実施計画策定と運営管理を行い、MAGFOR（CSGP）及びUNAが実施機関として計画を

実行する体制となっている。プロジェクト後半にCSGPの運営が民間委託になるという事態は

あったが、CSGPの事務所施設の利用やMAGFORからのC/P配置は継続され、MAGFORフィガ

ルパ支所の事務所の提供もあり、プロジェクト運営上の問題は生じていない。UNAは研修施

設の建設提供やC/Pの配置など積極的にプロジェクト実施に貢献している。CONAGAN、IDR
は、運営委員会及び合同調整委員会に参加しており、CONAGANは傘下組合の技術者の研修

や普及活動の維持拡大、IDRは2KR資金を含む予算の手当てなど、今後のプロジェクト活動の

持続性に果たす役割も期待される。 
対象地域の活動においては、市、組合及びその技術者の積極的な参加と協力がみられ、良

好な関係が築かれている。サント・トマス市はプロジェクトのために宿舎を提供している。

特に市、組合の技術者は現場における事実上のC/Pとしてプロジェクト活動の主軸であるパイ

ロット農家やモニター農家活動、農民に対する普及活動に重要な役割を果たした。 
プロジェクト後半においては対象地域での活動が増大するにあたり、中間評価調査でも現

場体制の強化が提言され、専門家1名とC/Pがフィガルパに配置された。しかし、広範な地域

をカバーし、より効果的な活動を行うには、更に大幅な現場体制の強化が必要だったように

思われる。 
 

９－２ 今後の協力の方向性 

対象地域での市や組合及び農家レベルでの協力継続の要望の声はあるが、具体的な提案にはい

たっていない。またMAGFORをはじめとする実施機関からも具体的な後継協力の要請は現在のと

ころみられていない。 
プロジェクトが対象とした6市の農牧農家数は4,799あり、プロジェクトによる研修指導を受けた

農家数はその約1/10である。プロジェクトの実施機関や対象となった県、市、組合、農家は各レベ

ルに蓄積された知識、技術、経験、事例を有効かつ継続的に活用し、他の農家、組合、市、県に

対しては先駆者的役割を担い、成果の面的な拡大に貢献することが求められる。 
この点では、今回の終了時評価調査において組織面、技術面における高い持続性が認められて

おり、ニカラグア側による持続的な活動による発展拡大が期待される。既に「9-1.プロジェクト活

動の現状」の「（1）普及システムの構築」で述べたUNAとINTAが連携した普及活動の計画が具体

化しつつある。 
このように、ニカラグア側の関係機関の努力による持続の可能性が認められていることから、

当面はその動きを注意深く見守る必要がある。 
 



付 属 資 料 

 

１．調査日程 
 
２．面談者リスト 
 
３．終了時評価調査時ミニッツ及び合同評価報告書 

（３－１ 和文、３－２ 西文） 
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